ごあいさつ
EQ \* jc2 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps12 \o\ad(\s\up 17(ゆめ),希望)あふれ、人と地域が輝くまちをめざして

私たちのふるさとに育つ子どもたちは、地域に住むたくさんの人とふれあい、地域で培われた文化や伝統に接することで、豊かな人間性とたくましく生きる力を養い、地域はもとより、わが国の将来を支えていくことになります。

次代を担う子どもの健やかな成長は、親やその家族、そしてすべての地域住民の願いです。

　このたび、和水町では、子どもたち一人ひとりが希望に満ちあふれ、大きな夢の実現に向けて力強く生きていけるよう「和水町子育て応援プラン」を策定いたしました。

　この計画の策定にあたり、多くの町民の皆様から貴重なご意見、ご助言をいただきましたことに心からお礼を申し上げます。

　　　　　　　　　　平成22年3月　　　　

　　　　　　　　　　　　　和水町長　　坂　梨　豊　昭
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1．計画策定の趣旨

　日本の未来を支える子どもの数が減り続けています。女性が一生の間に産む子どもの平均値を示す合計特殊出生率（※1）が、平成15年に初めて1.30を下回りました。その後、合計特殊出生率はやや持ち直していますが、人口を維持するのに必要な2.08を大きく下回ったまま推移しています。（グラフ参照）

　このような状況下で、国は、急速な少子化の進展がわが国の社会経済に極めて深刻な影響を与えるとの認識のもと、平成6年に「エンゼルプラン」、平成11年に「新エンゼルプラン」を策定し、子どもを安心して生み育てるための環境づくりに着手しました。

　しかし、少子化の要因となっている晩婚化に加えて、夫婦の出生力の低下が影響を及ぼし、さらに強力な少子化対策を講ずる必要が出てきました。そこで国は、平成14年に「少子化対策プラスワン」を策定、保育サービスの充実による「子育てと仕事の両立」に加えて、「男性を含めた働き方の見直し」「地域における子育て支援」「社会保障による次世代支援」「子どもの社会性の向上や自立の促進」の柱を設けました。
　また、平成15年7月には、「次世代育成支援対策推進法」（平成15年法律第120号）を制定し、10年間の集中的・計画的な取組を促進するために、地方公共団体と企業に対して、次世代育成支援に関する行動計画の策定を義務づけました。

　本町は、平成18年3月に菊水町と三加和町が合併し誕生したことにより、平成17年3月に策定された「菊水町子育て応援プラン」及び「夢世紀みかわ子育てプラン」を前期行動計画と位置づけました。
その基本理念を継承・統合・発展した基本理念「子どもに元気と豊かなこころを、子育てに安心感を」をもとに、本町のすべての子どもとすべての子育て家庭が安心して暮らせる地域社会づくりを実現するため、和水町次世代育成支援行動計画の後期行動計画として「和水町子育て応援プラン」を策定するものです。
[image: image37.emf] （1）地域における子育ての支援

 ア　地域における子育て支援サービスの充実

 ①居宅における児童養育支援事業

 ■乳幼児健康支援一時預かり事業（産じょく期ヘルパー）

×

未実施

 ■乳幼児健康支援一時預かり事業（訪問型一時保育）

×

未実施

 

■子ども家庭支援員

◎

出生後、第1子訪問助産師委託、第2子以降は保健師が実施。約90%実施している。

母子保健推進員が妊婦、乳幼児（2ヵ月児～3歳児）の各健診・相談前に訪問している。

 

■乳幼児健康支援一時預かり事業（病後児保育事業・派遣型）

×

未実施

 

■家庭的保育事業（保育ママ）

×

未実施

 ■ファミリー・サポート・センター事業

☆

平成22年度から実施予定。

 ②居宅外における児童養育支援事業

 

■放課後児童健全育成事業（学童保育）

◎

町内の4保育所において、順調に事業を実施している。

 ■児童養護施設等でのショートステイ事業

×

未実施

 ■トライワイトステイ事業

×

未実施

 

■病児・病後児保育

○

他の近隣市町へ委託することができるかが今後の課題である。

 

■一時保育事業（一時預かり事業）

◎

町内の保育所すべてで順調に実施している。

 ■特定保育事業

×

未実施

 

③相談・情報提供及び助言をおこなう事業

 

■つどいの広場事業

☆

平成22年度から実施予定。

 ■地域子育て支援センター事業

◎

平成21年度末で小規模型は廃止予定だが、中学校区に1ヵ所の子育て支援拠点化を図る

ことで、より質の高いサービスを提供できる。

 

④子育て支援の総合コーディネート事業

 ■菊水ひまわり園での相談事業

◎

順調に進んでいる。

 ■子育て支援総合コーディネート事業

◎

順調に進んでいる。

 イ　保育サービスの充実

 

■通常保育事業

◎

少子化で子どもの数は年々減少しているが、通常保育利用の児童数は年々増加している。

通常保育を利用し、夫婦で共働きをする世帯が増加しているのが一因と思われる。

 

■延長保育事業

◎

町内の3私立保育所で対応。神尾保育園は自主事業として要望があれば対応。

 

■休日保育事業

◎

利用数はあまり多くないが、日曜出勤の親のニーズに応えたり、緊急の場合に対応していく

必要がある。

 ■夜間保育事業

×

未実施

 ■一時保育事業（一時預かり事業）

◎

町内の保育所すべてで実施している。

 ■多子世帯子育て支援事業

◎

順調に進んでいる。

 ■保育サービスに関する情報提供

◎

順調に進んでいる。

 ■サービス評価の仕組み・実施

○

各種子育て支援事業のサービスを客観的に評価するまでには至っていない。

前期計画評価の理由等 評価 計画の項目


資料：厚生労働省「人口動態統計」他
※1　合計特殊出生率は、15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女性が一生の間に産む子どもの数に相当します。
２．計画の位置づけ
　本計画は、次世代育成支援対策推進法第8条第1項（※2）の規定に基づくとともに、地域の現状とニーズを踏まえ、本町が子どもと子育て家庭を対象に取り組むこれからの支援策の方向や目標を定めたものです。

　平成11年度に菊水町及び三加和町で策定した「児童育成計画」（エンゼルプラン）と、平成13年度に両町で策定した「母子保健計画」を発展的に引き継ぐとともに、「熊本県就学前教育振興プログラム」（肥後っ子かがやきプラン）の内容にも配慮しています。

　また「和水町まちづくり総合計画」を基本に、「障がい福祉計画」「老人保健福祉計画」等の関連計画や、子どもと子育て家庭への支援に関する生活安全、教育、産業等関連分野の取組との調和を図り、子どもと子育て家庭にやさしい環境づくりの指針となるよう策定しました。
■他計画などとの関係フロー図

[image: image38.emf]レインボールームの利用時間・利用料金

 平　 日

 土曜日

 午  前  8:00～12:30  1,000円

 午  後  12:00～17:30  1,000円

 一　日  8:00～17:30  2,000円

 【利用料金 】　当日、施設にて徴収

 ※ 日祝祭日は休み

 ※ 食事代300円、おやつ代100円（弁当おやつ持参可）

 【利用時間】

 8:00～17:30

 8:00～12:30 （前日予約のみ）


　※2 「次世代育成支援対策推進法」第8条第1項

　市町村は、行動計画策定に則して、5年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、5ヵ年を1期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画を策定するものとする。

3．計画の期間

本計画は、平成17年度から平成21年度までの「前期行動計画」について必要な見直しを行い、平成22年度から平成26年度までの5年間を期間として策定する「後期行動計画」です。
[image: image65.emf]ひまわりサポート あおば学童クラブ 春富学童クラブ

低学年児童

受入れ事業

きくすい保育園 あおば保育園 春富保育園 神尾保育園

35人 5人 5人 5人

3,000円／年 無 無 無

放課後～18:00 放課後～18:30 放課後～18:30 放課後～17:45

1日600円 1日500円

月額上限6,000円 月額上限5,000円

会員外 1日600円 1日500円

有（利用料に含む） 有（利用料に含む） 有（利用料に含む） 有（利用料に含む）

7:00～18:00 7:00～18:30 7:00～18:30 8:00～17:45

1日2,000円

月額上限6,000円

会員外 1期間15,000円 1期間10,000円

おかず・おやつ有 おかず1食200円

（１日300円） 白ご飯のみ持参

白ご飯のみ持参

おやつ有（利用料に含む）

土曜日7:00～15:00 土曜日8:00～12:30

休業日7:00～18:30 休業日8:00～17:45

1日2,000円

月額上限6,000円

1日1,500円

半日800円

おかず・おやつ有 おかず・おやつ有

（利用料に含む） （利用料に含む）

白ご飯のみ持参 白ご飯のみ持参

日曜日 日曜日 日曜日 日曜日

祝祭日 祝祭日 祝祭日 祝祭日

園休止日 園休止日 園休止日 園休止日

利

用

料



無

休みの日

会員で兄弟姉妹が

同時利用する場合の

減免の有無

有

学校まで迎えの

バスの有無

有 無 無

無 無

弁当持参

おやつ有

（利用料に含む）



学

校

休

業

日

 利用時間 7:00～18:00 7:00～18:30

 昼食・おやつ

弁当持参

おやつ有

（利用料に含む）



1日800円

半日500円

2,000円 会員外

無

学

校

開

校

日

 放課後児童クラブ名等

弁当持参

おやつ有

（利用料に含む）



 会　員 1,000円

学校開校日の

月額利用料に含む

夏

休

み

期

間

月額5,000円

1日300円

月額上限5,000円

 軽　食 無

昼食前から利用の

場合、有

（利用料に含む）

無 無

 利用時間

 保育所名

 定　員

 会員年間登録料

利

用

料

 会　員

1期間5,000円

弁当持参

おやつ有

（利用料に含む）



 おやつ

1期間15,000円 1期間10,000円

 利用時間

利

用

料

 会　員

 昼食・おやつ


4．計画の対象

本計画は、子どもとその家庭、地域、企業、行政など、すべての個人と団体が対象となります。本計画での「子ども」は、「児童福祉法」でいう「児童」とし、概ね18歳未満とします。

5．計画の策定体制

　本計画の策定と見直しにあたっては、次の2つの組織を設置しました。
和水町次世代育成支援対策推進協議会
　学識経験者を含む町内の子どもと子育てに関わる団体・機関等の代表15人で構成。今後の子どもと子育て家庭の支援策に、総合的な観点から広く町民の声を反映する場として位置づけました。会議では、町民の視点から本計画の基本的な方向性や具体的な取組・事業目標量の見直しとともに、後期行動計画の策定について検討・協議しました。
和水町次世代育成支援対策推進庁内会議
　町内の子どもと子育てに関わる各分野の町職員8人で構成。計画に係るすべての施策と事業の現状・課題を整理・把握するとともに、協議会の協議結果をできるだけ反映するかたちで、今後の方向と目標事業量等の設定、さらには後期行動計画の策定についても検討・協議しました。また、施策・事業間の調整・連携等についても検討の上、計画に盛り込みました。
6．計画策定にあたっての留意点

本計画を策定するにあたっては、次世代育成支援対策推進法第8条第1項の規定に基づくとともに、国の行動計画策定指針に示された次の9つの基本的な視点に留意しました。

①子どもの視点

子育て支援サービス等で最も影響を受けるのは子ども自身という視点から、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるよう配慮します。また、子育ては、男女が協力して行うとの視点に立った取組を重視します。

②次代の親づくりという視点

子どもは将来の親となり、次代の社会を支える大切な人材となるという視点から、子ども自身が豊かな人間性を育み自立して家庭を持つことができるよう、長期的な視野に立った環境整備を行います。

③サービス利用者の視点

核家族化や過疎化の進行など、社会環境や価値観が多様化しています。子育てサービスや子育て支援についても、多様な個別のニーズに応えられるよう、利用者の視点に立って柔軟で総合的に進めていきます。

④社会全体による支援の視点

子育ては保護者が第一義的責任を持つという基本的認識をもとに、地域社会や企業も含めた社会全体の協働によって、子育て支援を推進していきます。
⑤仕事と生活の調和実現の視点

働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和を実現することは、結婚や子育てについての希望を実現するために大切なことです。地域においても、さまざまな立場の人たちが力を合わせて、仕事と生活の調和ある社会づくりを図っていきます。

⑥すべての子どもと家庭への支援の視点

子育てと仕事の両立という視点だけでなく、すべての子どもと家庭を支援するという視点から、社会的な養護を必要とする子どもの幸せを実現し、すべての子どもを虐待から守ることができるよう、社会的養護体制を質・量の両面から確立していきます。

⑦地域における社会資源の効果的な活用の視点

本町には、子育てに関してさまざまな活動に取り組むボランティア団体のほか、子育てサークル、母親クラブ、子ども会、社会福祉協議会、民生児童委員、主任児童委員、地域の伝統文化を継承する組織等があります。また、保育所、幼稚園のほか、学校、公民館、町役場等の公共施設があります。こうしたさまざまな地域の社会資源を有効活用することで、子育て支援の強化を図っていきます。

⑧サービスの質の視点

利用者が安心して各種の子育てサービスを利用できるよう、サービスの質を確保することが重要です。そのために、人材の育成及び資質向上を図るとともに、子育てに関する情報の公開やサービス評価の取組にも力を尽くしていきます。

⑨地域特性の視点

本町の地域特性について、人口構造や産業構造などを把握して、利用者に最も適した子育てサービスを提供できるよう、行政が主体となって各種の取組をきめ細かく実行していきます。
7．計画の策定手順

　本計画の策定は、次のような手続き・手順で行いました。
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■本計画の策定手順フロー図
■和水町次世代育成支援に関するニーズ調査の実施について

本計画の策定にあたっては、子育て支援サービスの質・量的なニーズと保護者・子どもが置かれている現状を把握して、本計画に盛り込むべき施策の内容を検討するために、平成20年11月から平成21年2月にかけて、就学前児童の保護者と小学校低学年児童の保護者を対象とした2種類のアンケート調査を実施しました。
調査の概要は、次のとおりです。

就学前児童の保護者対象
【調査対象】

本町に居住する就学前児童の保護者

【調査方法】

本町に居住する就学前児童（平成20年9月時点）をすべて抽出し、その保護者に保育所を通じて配付又は郵送のうえ回収しました。

【調査項目】

①子どもと家族の状況　②親の就労状況　③保育サービスの利用について　

④病児・病後児保育について　⑤一時預かりについて　⑥宿泊を伴う一時預かりについて　⑦放課後児童クラブの利用について　⑧ベビーシッターの利用について　⑨ファミリー・サポート・センターの利用について　⑩地域子育て支援拠点の利用について　⑪乳幼児等医療助成事業について　⑫その他の子育て支援サービスについて　⑬育児休業制度の利用について

【配布数・有効回答数・有効回収率】

配布数311、有効回答数225、有効回収率72.3％
小学校児童の保護者対象
【調査対象】

本町に居住する小学1年生～3年生の保護者

【調査方法】

本町に居住する小学校1年生～3年生児童（平成20年9月時点）をすべて抽出し、その保護者に小学校を通じて配付・回収しました。

【調査項目】

①子どもと家族の状況　②親の就労状況　③放課後児童クラブの利用について　

④病児・病後児保育について　⑤一時預かりについて　⑥宿泊を伴う一時預かりについて　⑦放課後児童クラブの利用について　⑧ベビーシッターの利用について　⑨ファミリー・サポート・センターの利用について
【配布数・有効回答数・有効回収率】

配布数210、有効回答数189、有効回収率90.0％
■和水町次世代育成支援計画策定のためのグループインタビューについて

子育て中の母親や保護者の生の意見・要望を取り入れるため、平成21年8月に、４回にわたりグループインタビューを実施しました。

調査の概要は、次のとおりです。

【第1回目】

日　時：8月11日
場　所：ちびっこ夢ランド（和水町中十町）

参加者： 11名（ちびっこ夢ランド運営者及びボランティア協力者）
【第2回目】

日　時：8月19日
場　所：和水町立神尾保育園（和水町津田）

参加者：5名（子育て支援拠点みかわ利用者）
【第3回目】

日　時：8月19日
場　所：菊水ひまわり園（和水町前原）

参加者：6名（子育て支援拠点ピノッキオ利用者）

【第4回目】

日　時：8月28日
場　所：和水町中央公民館（和水町江田）

参加者：5名（子育て自主サークルにこにこクラブ参加者）

■少子化対策と子育て支援に関する記述アンケート調査について

少子化の要因と対策、家族関係の変化等、本町の子育てに関わる現状・課題及び今後の方向性を把握するため、平成21年8月から9月にかけて、関係団体・関係機関・地域住民を対象に記述形式のアンケート調査を実施しました。

調査の概要は、次のとおりです。

【調査対象】

本町の幼稚園、保育所、小学校、町役場子育て関係課、子育て支援のボランティア団体、民生児童委員、母子保健推進員、放課後児童クラブ等の子育て関係団体・関係機関

【調査方法】

34ヵ所に郵送等で配付のうえ回収しました。

【調査項目】

①人口減少の原因・理由とストップさせる方策　②晩婚化・非婚化の原因と歯止めをかける方策　③10年前と比べた親子・家族関係の変化　④子育てについて日頃感じる課題・困難さ　⑤少子化対策への対応と解決策　⑥子育て支援についての具体的アイデア
【回答数】

35部
8．計画の進行管理

　本計画の策定にあたっては、ニーズ調査、グループインタビュー、関係者・関係機関への記述アンケート調査、意見公募を実施し、町民のみなさんから子育て支援についての意見・要望、さらには前期行動計画に対する評価を受けました。それらの貴重な意見等を十分に生かすためにも、「和水町次世代育成支援対策推進協議会」での定期的な協議によって、計画の進捗状況について点検・評価します。また、計画の進捗状況、評価と協議の結果については、本町のホームページ等で公表していきます。

総　論

1．和水町の子育て環境の現状と動向
国勢調査や、本町（旧菊水町・旧三加和町）及び県の統計データ並びに「和水町次世代育成支援に関するニーズ調査」（以下「ニーズ調査」）から、本町における子どもと保護者、家庭等の現状と動向について分析します。
（1）少子化の動向

○県内多くの市町村同様に、本町においても人口減少と少子高齢化が進行しています。昭和55年以降（平成17年までは旧菊水町と旧三加和町の合計）、人口は一貫として減少傾向にあります。昭和55年には14,000人近くあった人口が、平成20年には12,000人を下回るなど、30年間に2,000人ほど減少しています。（図表1参照）
○年齢層別にみると、65歳以上の高齢者のみが大きく人口を増やし、15～64歳の生産年齢人口と14歳以下の年少人口は、大きく減少しています。年齢3区分別構成比の推移からも、65歳以上の高齢者は昭和55年の17.8％が平成21年には34.9％と17.1ポイントの増加、生産年齢人口は同じく9.2ポイントの減少、年少人口は同じく7.8ポイントの減少となり、少子化・高齢化が顕著です。（図表2参照）
■図表1　和水町の人口の推移（単位：人）
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※昭和55年～平成17年は国勢調査結果から

※平成20年と平成21年は和水町住民基本台帳から
■図表2　和水町の年齢3区分別人口構成比の推移（単位：％）
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※昭和55年～平成17年は国勢調査結果から

※平成20年と平成21年は和水町住民基本台帳から
○子どもの数の動向を見ると、平成17年以降、各年齢層とも減少傾向が続き、とくに12～17歳人口の減少幅が大きくなっています。平成17年を100とすると、平成29年には12～17歳人口が61.5、6～11歳人口が73.2、0～5歳人口が83.6まで減少すると予測しています。（図表3参照）
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■図表3　和水町の0～17歳人口の将来推計（単位：人）
※平成17年～平成21年は和水町住民基本台帳から
※平成22年以降は住民基本台帳及び出生率をもとにコーホート変化率法で推計。各年３月31日現在
○出生数・出生率及び合計特殊出生率からも、本町の少子化の進行がうかがえます。昭和55年には155人あった出生数が、平成20年には59人と４割以下まで減少、人口1,000人当たりの出生率も11.09から4.99と５人を割り込んでいます。（図表4参照）
また、合計特殊出生率も、平成15年～19年の平均が1.53となり、人口を維持するための2.08を大きく下回ったままです。（図表5参照）
■図表4　和水町の出生数と出生率の推移
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※平成2年以前は熊本県衛生統計年報、平成7年以降は和水町（菊水町・三加和町）住民基本台帳から
■図表5　和水町の合計特殊出生率の推移
[image: image42.emf]
※人口動態統計特殊報告（厚生労働省大臣官房統計情報部）から
○平成10年から平成19年にかけての出生数における母親の年齢階級別構成比をみると、平成12年にいったん低下した20代前半の出生数の比率は、平成13年～16年は上昇傾向にありましたが、その後は再び低下傾向にあります。
　一方、20代後半については、平成12年まで上昇傾向だったものが、平成13年～15年には低下し、その後は再び上昇傾向にあります。また、30代前半については、ほぼ一貫して低下しています。（図表6参照）
■図表6　和水町の母親の年齢階級別出生数の構成比の推移（単位：％）
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※熊本県衛生統計年報（熊本県健康福祉部）から

○昭和55年、平成12年、平成17年の年齢階級別人口を比較すると、25歳～39歳の男女の総数は減っているにもかかわらず、35歳～39歳では未婚者数が増える傾向が見られます。（図表7参照）
　なかでも、25～34歳女性の未婚率については、昭和55年の31.4％が平成17年には65.8％と倍増しています。一方、男性では、30歳代の未婚率の上昇が目立っています。このように、本町においても晩婚化と未婚化が進んでいます。（図表8・図表9参照）
■図表7　和水町の男女の年齢階級別総数と未婚者数の推移（単位：人）
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※国勢調査結果から
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■図表8　和水町の女性の年齢階級別未婚者率の推移（単位：％）
※国勢調査結果から
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■図表9　和水町の男性の年齢階級別未婚者率の推移（単位：％）
※国勢調査結果から

（2）家族や地域の状況
○平成12年度以降の人口動態の推移をみると、自然動態では、平成12年度以降マイナスの状況が続いています。いずれの年度も死亡数が出生数を上回っています。社会動態をみると、平成13年度、平成14年度、平成16年度には、転入が転出を上回っていますが、平成17年度以降は逆に転出が転入を上回っています。（図表10参照）
■図表10　和水町の人口動態の推移（単位：人）
[image: image5.emf]県内 県外他 県内 県外他

平成12年度 -113 -95 61 156 -18 195 191 252 152

平成13年度 -33 -76 74 150 43 230 151 184 154

平成14年度 -54 -58 79 137 4 239 156 233 158

平成15年度 -111 -92 68 160 -19 204 162 237 148

平成16年度 -74 -80 62 142 6 207 168 211 158

平成17年度 -186 -109 70 179 -77 193 110 239 141

平成18年度 -158 -85 66 151 -73 224 103 253 147

平成19年度 -183 -97 75 172 -86 184 123 241 152

平成20年度 -198 -111 49 160 -87 164 123 218 156



人口動態

総数

自然動態 社会動態

自然増 出生 死亡 社会増

転入 転出


※和水町住民基本台帳から
○本町の世帯構成について、6歳未満の子どもがいる世帯、18歳未満の子どもがいる世帯、子どものいない世帯で比較すると、子どものいない世帯数は大きな変動がないものの、子どものいる世帯はいずれも大きく減少しています。

昭和55年当時、6世帯に1世帯の割合だった6歳未満の子どもがいる世帯は、平成12年にはほぼ10世帯に1世帯に、さらに平成17年にはおよそ13世帯に1世帯の割合にまで減少しています。（図表11・図表12参照）
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■図表11　和水町の一般世帯と子どもがいる世帯数（単位：世帯）
※国勢調査結果から

■図表12　和水町の一般世帯に占める子どもがいる世帯数の割合（単位：％）
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※国勢調査結果から

○女性の年齢階級別総数に占める就業者の割合を平成12年と平成17年でみると、40～44歳及び45～49歳においては、いずれの年も80％以上の高い比率を示しています。また、25～29歳では、平成12年に67.9％だった就業者の割合が、平成17年には80％を超えています。（図表13参照）
■図表13　和水町の女性年齢階級別総数に占める就業者数の割合（単位：％）
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※国勢調査結果から
（3）子どもの状況と子育ての実態

○平成20年度に実施した「ニーズ調査」によると、小学生を持つ母親の約8割、就学前児童を持つ母親の4割がフルタイムで就労しています。一方、就労していない母親は、小学生を持つ母親が1.6％、就学前児童を持つ母親が24.0％で、特に小学生の母親はほとんどの場合、就労していることがわかります。（図表14参照）
■図表14　母親の就労状況（単位：％）
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現在は就労していない

就労している（フルタイムだが

産休・育休・介護休業中）

これまで就労したことはない

無回答

就学前保護者回答者数＝225

小学生保護者回答者数＝189


○「ニーズ調査」では、就学前児童の保護者のうち６割以上が、「子どもが病気やケガで通常の保育サービスが利用できなかったことがあった。」と回答しています。子育て関係者へのヒアリング調査でも、病児・病後児保育への要望が高く、母親のほとんどが就業している現状では、子どもが病気・ケガの時の対処法が課題となっています。（図表15参照）
■図表15　この一年間、子どもが病気やケガで通常の保育サービスが利用できない
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ことがあった。（就学前児童の保護者、単位：％）
○「ニーズ調査」では、就学前児童の保護者で子どもの病気・ケガで保育サービスが利用できなかった時の対処法は、「母親が休んだ。」が最も多く、6割を超えています。次いで「（同居者を含む）親族・知人に預けた。」が51.4％で、「父親が休んだ。」は19.0％でした。このことからも、女性にとっては育児と仕事との両立が身体的・精神的な負担となっている現状がうかがえます。（図表16参照）
■図表16　子どもが病気やケガで通常の保育サービスが利用できない時の対処法
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その他

回答者数＝142

（就学前児童の保護者、複数回答、単位：％）
※複数回答のため合計が100％になりません。
○子どもの病気・ケガで保育サービスが利用できなかった時に就学前児童の保護者で母親が仕事を休んだ日数は、年間で「11日以上」と「10日」を合わせると３割を超えています。育児と仕事の両立の困難さが浮き彫りになっています。（図表17参照）
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■図表17　母親が休んだ日数／年（就学前児童の保護者、単位：％）
○「ニーズ調査」で就学前児童の保護者に聞いた「利用したい・足りないと思う保育サービス」（複数回答）では、「病児・病後児保育」が27.6％、「都道府県による認可保育所」が25.3％の回答があり、両サービスについての要望の高さが浮き彫りとなっています。（図表18参照）
■図表18　利用したい・足りないと思う保育サービス
（就学前児童の保護者、複数回答、単位：％）
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※複数回答のため合計が100％になりません。
2．子育ての課題
本町の統計データや「ニーズ調査」から、地域の現状や保護者・子どもたちの状況を明らかにしました。その上で、今後の施策・事業を展開するための重点課題を整理しました。

（1）地域における子育ての支援

　「ニーズ調査」では、「今は利用していないが利用したい、現在の利用では足りていない。」と思う子育て支援サービスとして、「認可保育所」を上げる保護者が25.3％に上っており、「認可保育所」に対しては共働き世帯を中心に依然高いニーズがあります。また、共働き世帯の増加によって、子育て支援に対するニーズも多様化しています。さらに、保育所での延長保育、ファミリー・サポート・センター、病児・病後児保育、放課後児童クラブ等についても一定のニーズがあります。
また、核家族化の進行に伴って、若い母親たちの育児の悩みに応えるための体制づくりも大きな課題と言えます。つどいの広場、育児講座、園開放、育児相談等の機能拡充によって、孤立しがちな子育て中の若い母親たちへの支援が求められています。

さらに、子育てについての経済的負担を軽減するための施策には、多くの保護者が期待しています。子育て中の若い母親たちを対象としたヒアリング調査でも、経済的な負担軽減を望む声が数多く聞かれました。
（2）母性と子どもの健康の確保・増進
母子保健は、生涯の健康の基礎であり、安心して子どもを生み育てる上で重要な役割を果たしています。安心して妊娠から出産を迎え、乳幼児期の子育てを行うためには、必要な時に専門家からの適切なアドバイスを得られる体制が必要です。

　本町では、乳幼児健診の受診率の向上に努めるなど、専門的な支援を積極的に進めてきました。一方で「ニーズ調査」やヒアリング調査などから、子どもが病気の時や、育児についての適切な相談相手がいないことからの不安をあげる保護者が数多くありました。
今後はさらに、乳幼児健診の場を活用した親への相談指導等の実施、「いいお産」への取組、妊産婦に対する相談支援の充実などによって、母子ともに健康・安心な環境を提供できる体制づくりを強化します
　また、出産後のフォローについても、子育て相談、1歳児健康相談のほか、成長に伴っての食育の推進も必要な施策となっています。
（3）子どもの心身の健やかな成長を資するための教育環境の整備
子どもは、将来の母親・父親として地域を支える家庭の主人公となるとの視点が欠かせません。その必要条件として、本町では子どもの健やかな成長を促す教育環境の整備に取り組んでいます。また、健康教育の拡充や放課後児童クラブ・放課後子ども教室の充実、職場体験学習や不登校対策、道徳教育の充実などに取り組んできました。

しかし、核家族化の進行や生活の多様化による地域力の低下など、子どもを取り巻く生活環境は決して楽観できるものではありません。地域と子どもとのふれあいが希薄になりがちな現状では、教育現場や地域社会との連携強化が重要になります。
教育環境の整備に向けた施策では、子育ての意義や大切さを理解できるよう、乳幼児と触れ合う機会の拡充、確かな学力の向上、豊かなこころや健やかな体の育成、信頼される学校づくり、幼児教育の充実などがあげられます。
（4）子育てを支援する生活環境の整備

良質な住宅の提供は、子育てするための基本的な条件となります。本町では、子育て世帯に配慮した「グリーンビレッシ平野」での住宅整備、通学路での防犯灯設置などに取り組んできました。

　また、公共施設のユニバーサルデザイン化や子育て支援施設の一体的整備、子ども等が安全・安心に通行することができる道路交通環境についても積極的に取り組んできましたが、決して万全とは言えません。子育て中の母親へのヒアリングでも、子どもが安全に遊べる公園が近所にないことを指摘するケースが多くあるなど、依然として課題は残されています。
（5）職業生活と家庭生活の両立の推進
共働きが増え、家庭と仕事の両立には、子育て支援のための基盤整備、多様な働き方に対応した子育て支援の展開が不可欠です。就学前児童の保護者対象の「ニーズ調査」においても、母親が「就労意欲がありながら現在働いていない理由」として「働きながら子育てができる適当な仕事がない。」が28.8％、「保育サービスが利用できれば就労したい。」が7.7％ありました。また、出産前に離職した94人に聞いた結果では「職場において育児休業制度等の支援制度が整っていたら継続して就労していた。」が25.5％にのぼっています。
このように、働き方に応じた社会環境の整備は遅れています。本町では仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直しを図るため、各種の広報・啓発活動を推進してきましたが、課題は多く残されています。
（6）子ども等の安全の確保

本町では、子どもを犯罪や交通事故から守るための活動として、ＰＴＡによる通学路等のパトロール、自主的な防犯パトロール、交通安全教室の開催等を継続して実施しています。

　今後は、さらにきめ細かい安全対策を推進することが求められています。また、地域の子育て力を高めるためにも、行政とＰＴＡ・地域住民などが連携した子どもの安全確保のための体制づくりが必要となります。
（7）要保護児童への対応等きめ細やかな取組の推進
児童虐待は、全国的に増加傾向にあり、本町でも関係機関を含めた地域全体で子どもを見守る支援体制の構築、発生予防、早期発見・早期対策等の児童虐待防止対策の充実が課題となっています。とくに、虐待は家庭内で起こるケースが多いと言われており、日頃から気になる親子への働きかけ・見守りが児童虐待防止対策として欠かせません。

また、防止策・早期発見の一貫として、それぞれの事例ごとに関係機関との連携強化をいかに図るかが課題となっています。本町では、虐待防止連絡協議会での代表者会議、実務者会議、ケース検討会議により児童虐待防止対策を進めており、さらに活動の強化を目指しています。

　ひとり親家庭については、経済的支援を含めて、子どもの幸せを実現していかなくてはなりません。
さらに、障がい児に対する支援では、保育所入所を含めた幅広い子育て支援とともに、発達障がいの早期発見・早期対策についても、今後の課題として取り組む必要があります。

3．計画の基本理念と基本目標
子育ての課題を踏まえて、次世代の子どもを幸せにするために、次のような基本理念と基本目標を設定しました。
（1）基本理念

子どもに元気と豊かなこころを、子育てに安心と喜びを
次代を担う子どもの健やかな成長は、親やその家族、そしてすべての地域住民の願いでもあります。

私たちのふるさとに育った子どもたちは、地域に住むたくさんの人とふれあい、地域で培われた文化や伝統に接することで、豊かな人間性とたくましく生き抜く力を養い、地域はもとより、わが国の将来を支えていくことになります。

すべての子どもが抱く大きな夢の実現が、地域社会全体の明るい未来につながります。このような期待のもと、子どもたちが希望に満ち、力強く生きていけるよう、本町では、子どもたち一人ひとりの権利や幸せを最大限に尊重し、守り育てていきます。
地域から子どもたちの元気な声が絶えることのないよう、すべての人たちがゆとりと希望を持ち、安心して子どもを生み育てることのできる環境づくりに取り組む必要があります。

このためには、行政、地域、家庭、企業が一体となって「子どもに元気と豊かなこころを、子育てに安心と喜びを」もたらすことのできる取組を推進します。
[image: image50.emf]
（2）基本目標

■子どもが健やかで心豊かに育つまちづくり

　子どもの健康を守るため、そして親が安心して出産・子育てができるため、各種健診をはじめとした保健分野での支援を推進します。

　子どもが正しい生活習慣や食習慣を身につけられるように、生活教育や食と健康教育の推進を図ります。また、子どもが命の成り立ちや大切さを理解し、「命」を大切にすることのできるような取組を推進します。

　障がいや病気があったとしても、子どもが住み慣れた地域や家庭で自立した生活を送れるような支援を推進します。

■喜び、安心して、楽しんで子育てができるまちづくり

　子育てをしている親や家族が、子育てに喜びを感じ、安心して笑顔で子どもと接することができるように、さまざまな支援を推進します。

親が精神的にゆとりを持って子育てができるように、子育て仲間を見つけたり、悩みや相談ごとを打ち明けたりして、子育ての楽しさを共有できる機会づくりに努めます。

仕事と子育てがバランスよく両立できるように、各種の子育てサービスを充実させるとともに、男性を含めた働き方の見直しを進めて、男女が協働した子育て環境の実現を目指します。

■子育てを楽しむ次世代の親が育つまちづくり

　子ども一人ひとりが自分の個性を大切にし、自分の夢に向かって希望を持って歩めるような育ちの環境を築いていきます。

さまざまな人間関係を経験することで、誰とでも心の通じ合える人間性を築いていけるように、家庭、保育所・幼稚園、学校、地域社会と協力して、世代を超えた多彩な交流を経験するための環境づくりを進めます。

子ども同士の遊び、自然や地域伝統文化とのふれあい、世代間交流等を通して得られる体験によって、自ら学び、考え、自立できるたくましい心を育てていきます。

■地域ぐるみで子どもを温かく見守るまちづくり

　豊かなこころを育むためには、子育てサービスの充実だけでなく、身近な地域の人たちの支えが欠かせません。地域で温かく見守られ育った子どもたちには、ふるさとを愛する心が育ちます。

　身近な地域が、「地域の子どもたちは地域で育てる」という意識を持って、地域ぐるみで子どもを温かく見守るまちづくりを目指します。
（3）計画の体系
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本計画は、次の体系に沿って、取組を推進します。
4．前期行動計画の評価
施策の体系と前期行動計画の評価について、次のようにまとめました。

◎は「順調」（計画目標達成に向けて順調に進捗しています。）

○は「やや遅れ」（計画目標達成に向けてやや遅れが見受けられます。）

△は「遅れ」（計画目標達成に向けて遅れが見受けられます。）

×は「未実施」（事業が未実施です。）
☆は「新規」（前期行動計画にないが事業実施中又は今後新規に事業を実施予定です。）
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（3）子どもの心身の健やかな成長に資するための教育環境の整備

 

 ア　次代の親の育成

 ■人権教育・啓発の充実

◎

計画通り進められている。

 ■中学校の保育所および保健センターでの職場体験学習

○

 

■総合的な学習の時間

○

計画を変更しながらでもなんとか行事を各学年とも実施している。

 ■神尾保育園児と中学生のふれあい交流体験

○

概ね順調に進んでいる。

 イ　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境などの整備

 ①確かな学力の向上

 ■学力充実推進事業・ニューフロンティアスクールプロジェクト

 ■「まいチャレンジ」「ゆうチャレンジ」テストの実施

 ■小・中学校での業者テストの実施

 ■総合的な学習の時間での職場体験

◎

町全体として教職員全員がいずれかの教科に所属し、有意義な研修ができている。

 ②豊かなこころの育成

 ■「あいさつ運動日本一」推進の町

○

児童会で取り組んでいるが、各学校で進捗状況で差がでている。

 ③健やかな体の育成

 

■金栗マラソン大会への小中学生の全員参加

○

 

■小中学校における学校部活動

○

 ■中学校体育教師による小学校体育教科での指導

○

 ■健康教育の推進

 ■保健所と連携した小中学校での禁煙・禁酒・薬物乱用教育の

    実施

◎

町内全小中学校で取り組んでいる。

 ④信頼される学校づくり

 ■学校評議員制度

○

もっと活用していく必要がある。

 ■教職員の指導力向上のための研修、指導力強化研修

◎

町全体での教職員研修（町フロンティア事業)その他教師の指導力向上・充実のために協力

している。

 ■「学校へ行こうデー」の設定

   ～毎月15日は町内４校すべての学校を開放～

○

保護者が来校しやすい雰囲気づくりと開かれた学校づくりを心がけているが参加者が少な

い。

 ⑤就学における学費などの援助

 ■就学援助費制度

◎

今後も必要。

 ■奨学金貸与制度

◎

学資金の貸与を実施している。

 ⑥幼児教育の充実

 ■町幼・保・小中連絡推進協議会、三加和町子育て連絡会議

    ～次世代育成レインボープラン～

○

 ウ　地域や家庭の教育力の向上

 ①家庭教育への支援の充実

 ■総合型地域スポーツクラブ活動の推進

△

会費で運営できるだけの会員数が集まらず町からの施設使用料の減免を受けている。事

務局を社会体育係が担当しており、会員主体の活動が現在は無理な状況。

 ■子育て経験者や専門職による家庭教育に関する相談

△

母子保健推進員、保育士、保健師、主任児童委員の効果があったか評価は困難。

 ■子育てサポーターの養成

×

未実施

 ■子育て理解講座の実施

 ■女性学講座の実施

 ■家庭教育講座の実施

 ■家庭教育学級「夢世紀みかわ・はとぽっぽ学級」の開催

○

計画の項目 評価 前期計画評価の理由等


[image: image54.emf]  

（4）子育てを支援する生活環境の整備

 

 ア　良質な住宅の確保と定住の促進

 ■ふれあいの森整備基本計画での住宅地造成ゾーン整備構想

△

住宅地造成ゾーン整備については未実施だが、近接する町有地周辺の住宅地分譲を開始

している。

 ■新婚さん定住促進奨励金

☆

平成20年度から実施。

 ■新築住宅に対する固定資産税減免制度

☆

平成20年度から実施。

 

 イ　安全な道路交通環境の整備

 ■道路改良事業　■人に優しい道づくり（歩道の整備）

○

概ね順調に進んでいる。

 ■道路の危険個所・改善個所の把握　■通過車輌の速度抑制

○

概ね順調に進んでいる。

 

 ウ　安心して外出できる環境の整備

 ①公共施設・公共交通機関・建築物などのバリアフリー化

 ■歩道の段差の解消

 ■人に優しい道づくり

○

概ね順調に進んでいる。

 ②子育て世帯への情報提供

 ■子育てバリアフリー情報の提供

○

概ね順調に進んでいる。

 

 エ　安全・安心まちづくりの推進

 ■通学路などの防犯設備の整備促進、防犯灯の設置

○

防犯灯に関しては、平成20年度に維持管理・設置基準について調整済。

防犯設備に関しては、具体的な対策は実施していない。

  

（5）職業生活と家庭生活との両立の推進

 

 ア　多様な働き方の実現と男性を含めた働き方の見直し

 ■子育てボランティアの育成

×

未実施

 

 イ　仕事と子育ての両立の推進

 ■（１）―アの各事業（再掲）

☆

新規事業

 ■放課後児童健全育成事業（学童保育、再掲）

◎

町内の4保育所において、事業を実施している。

計画の項目 評価 前期計画評価の理由等


[image: image55.emf]出生手当の支給実績

年度

 項目

 第３子    10件    10件    8件

 第４子    2件    2件    4件

 第５子以降    0件    1件    0件

合計    12件    13件    12件

 第３子 1,000,000円 1,000,000円 800,000円

 第４子 400,000円 400,000円 800,000円

 第５子以降 0円 300,000円 0円

合計 1,400,000円 1,700,000円 1,600,000円

20

支給件数

支給金額

18 19
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[image: image57.emf]相談窓口 相談又は支援内容 電話番号

 0968-86-3111

 (内539)

 0968-86-3111

 (内532)

 和水町社会福祉協議会

ひとり親支援、生活、資金貸付等に関す

る相談

 0968-86-4506

 熊本県中央児童相談所

出産・養育について不安のある方の相談

 096-381-5010

 熊本県女性相談センター

思いがけない妊娠等、心身の健康に不安

のある方の相談

 096-381-4340

 熊本県女性相談センター

ＤＶ専用の相談

 096-381-7110

 熊本県女性総合相談室

生き方、家族、子育て、健康等女性が抱

える様々な問題に関する相談

 096-355-2223

 すこやか子育て電話相談

子育ての悩み相談

 096-354-8822

 096-364-9999

 又は

 #8000

 096-383-9110

 又は#9110

 小児救急電話相談

 熊本県警察本部生活安全相談室

ストーカー・ＤＶに関する相談

(24時間対応)

夜間における子どもの急な病気への対処

や応急処置等の

相談看護師対応(19:00-23:00)

 和水町健康福祉課子ども家庭係

子育て支援、保育所入所、子ども手当、

児童扶養手当、乳幼児等医療費助成、出

生手当、ひとり親、ＤＶ、虐待等に関す

る相談

 和水町健康福祉課保健予防係

妊娠・出産・子どもの発育発達・子育

て・予防接種等のなんでも相談


各　論
1．後期行動計画における具体的な取組
計画の基本理念、基本目標を実現するために、以下の施策に重点的に取り組みます。
（1）地域における子育ての支援

すべての子育て家庭を対象として子育て支援サービスの充実、利用者の利便性に考慮した保育サービスの提供体制の整備、子育て支援のネットワークづくり、児童の健全育成、高齢者と未就学児との世代間交流の推進等に取り組みます。

【重点施策】
○幼保一元化等による保育サービスの充実
○地域に根ざした地域子育て支援拠点事業の推進

○放課後児童クラブの推進

○ファミリー・サポート・センター事業の推進

○文化・スポーツを通じた世代間交流の促進

○地域の人材・資源を生かした各種子育て支援策の実施
○地域住民を核とした子育て支援のネットワークづくりの推進
○地域の見守り体制の構築

○経済的負担の軽減
（2）母性と子どもの健康の確保・増進

母親や子どもの健康の確保・増進のために、保健、医療、福祉、教育の各分野の連携によって、母子保健・食育・思春期対策等の充実を図ります。

【重点施策】

○保育所・幼稚園、小中学校、母子保健推進員、保健師等の連携による母子の健康確保と増進
○体験活動や各種親子栄養教室等を通じた食育の推進

○学校と連携した思春期教室及び赤ちゃんふれあい体験学習の実施

○育児不安を解消するための相談事業の充実
（3）子どもの心身の健やかな成長を資するための教育環境の整備

子どもたちに、男女が協力して家庭を築き、子どもを生み育てることの意義を伝えることによって、次代の親の育成と生きる力の育成を図ります。そのために、教育環境の整備、家庭や地域の教育力充実に向けた支援、有害環境対策等に取り組みます。

【重点施策】

○次代の親の育成に向けた人権教育・道徳教育の充実

○小中一貫教育の推進

○スポーツエキスパート活用事業による運動部活動の推進

○家庭や保育所等での態度教育や食と健康教育の推進

○子育て支援センターや小中学校と連携した各種子育て講座の拡充

○地域を巻き込んだ開かれた学校づくりの推進

○保護司やＰＴＡと連携したモラル指導・啓発活動

（4）子育てを支援する生活環境の整備

良質な住宅の確保、危険個所の点検などによる安全な道路交通環境の整備、子育て世帯が安心して外出できる環境の整備、安全・安心なまちづくりの推進等に取り組みます。

【重点施策】

○定住促進と子育て世帯が住みやすい環境の整備

○安全な歩道の整備

○公共施設のバリアフリー化の推進

○子育て世帯へのバリアフリー情報の提供

○通学路への防犯灯設置の推進
（5）職業生活と家庭生活の両立の推進

男性を含め、仕事と家庭生活のバランスがとれるよう、働き方の見直しを進めるとともに、関係機関・地元企業と連携しながら仕事と子育ての両立を支援します。

【重点施策】

○性別役割分担意識の解消のための広報・啓発活動の推進

○関係機関・地元企業と連携した働き方の見直し

○職域に向けた子育ての重要性の広報・啓発

○仕事と子育てを両立させるための保育サービスの充実
（6）子ども等の安全の確保

子どもを交通事故や犯罪の被害から守るための取組を、警察をはじめとする関係機関や地域と一体となって推進します。被害に遭った場合には、学校等と連携して、立ち直りを支援するための相談体制の拡充を図ります。

【重点施策】

○交通安全教育の充実
○地域での防犯体制の取組

○犯罪防止のための啓発活動

○心の相談員の活動強化
（7）要保護児童への対応等きめ細かな取組の推進

町虐待防止連絡協議会を核とした虐待の防止・相談体制の充実に努めます。また、ひとり親家庭等への自立支援の推進のほか、障がい児を支援するための施策として疾病や事故防止、障がいの早期発見、健全な発達を支援するための保健・医療・福祉・教育等の各分野が連携した総合的な取組を推進します。

【重点施策】

○ひとり親世帯への経済的負担軽減等の支援策の拡充

○町虐待防止連絡協議会の体制強化

○地域子育て支援拠点等による相談・支援体制の充実

○育児講座の開催

○気になる親子への働きかけ・見守りの推進
○保育所、幼稚園、学校、療育機関等と連携した障がい児支援体制の整備

○法律等の専門員による相談事業の充実

2．後期行動計画における取組の詳細

施策目標の事業ごとに、担当課（☆印）を明記して、「現状と課題」及び平成22年から平成26年までの後期行動計画に向けての「今後の方向」について、詳細にまとめました。

（1）地域における子育ての支援
ア　地域における子育て支援サービスの充実
①居宅における児童養育支援事業

■子ども家庭支援員　☆健康福祉課
町保健師、助産師、母子保健推進員等の子ども家庭支援員は、出生後1ヵ月から3ヵ月ぐらいまでの間に、こんにちは赤ちゃん事業及び育児支援家庭訪問事業として家庭訪問を実施しています。ただし、出生前後の入院患者の経過について医療機関から困難ケース等の情報提供があった場合、子ども家庭支援員は、当該患者が退院後、すみやかに家庭訪問を実施しています。

【今後の方向】

○町保健師、助産師、母子保健推進員等の子ども家庭支援員による家庭訪問や地域子育て支援拠点の場を活用した気軽な相談体制を確立する等保護者の子育てに対する不安解消に努めます。

■ファミリー・サポート・センター事業　☆健康福祉課
ファミリー・サポート・センターでは、安心して子どもを生み育てられるように、「育児の手助けが必要な人」と「手助けしたい人」を紹介して子育てを応援します。現在、平成22年度からの事業実施を目指して準備しています。

事業の周知及び会員募集が今後の課題です。
【今後の方向】

○平成22年度から事業実施予定です。当面は会員募集に力を入れ、平成25年度には、国の次世代育成支援対策交付金の補助対象となる会員100人規模のファミリー・サポート・センターの運営を目指します。

②居宅外における児童養育支援事業

■放課後児童健全育成事業（学童保育）　☆健康福祉課
児童福祉法第34条の7に基づき、昼間保護者のいない家庭の小学校1年生から3年生までの児童の健全育成活動を行うため、きくすい保育園「ひまわりサポート(定員35人)」に事業委託して、放課後児童クラブを設置しています。また、町内の他の3保育所についても、定員5人以下と小規模ではありますが、自主事業として実施しています。

[image: image58.emf]和水町健康福祉課（本庁） 和水町江田3886番地 0968-86-3111

和水町健康福祉課（総合支所） 和水町板楠70番地 0968-34-3111

和水町教育委員会 和水町江田3886番地 0968-86-3111

和水町中央公民館 和水町江田3883番地1 0968-86-2022

和水町三加和公民館 和水町板楠76番地 0968-34-3047

きくすい保育園 和水町前原285番地1 0968-86-5655

菊水ひまわり幼稚園 和水町前原285番地1 0968-86-5655

あおば保育園 和水町板楠2442番地 0968-34-2009

春富保育園 和水町東吉地767番地 0968-34-2074

神尾保育園 和水町津田1436番地1 0968-34-2636

和水町立菊水中学校 和水町江田4250番地 0968-86-2004

和水町立三加和中学校 和水町板楠1001番地 0968-34-2134

和水町立菊水中央小学校 和水町江田2891番地 0968-86-2039

和水町立菊水南小学校 和水町用木472番地 0968-86-2078

和水町立菊水東小学校 和水町岩尻1054番地 0968-86-2057

和水町立菊水西小学校 和水町長小田360番地 0968-86-2189

和水町立春富小学校 和水町和仁781番地 0968-34-2130

和水町立神尾小学校 和水町大田黒577番地 0968-34-2034

和水町立緑小学校 和水町板楠2982番地 0968-34-2004

和水町立緑小学校十町分校 和水町上十町105番地 0968-34-2900

地域子育て支援拠点　ピノッキオ 和水町前原285番地1 0968-86-5655

地域子育て支援拠点　和水町子育てひろば 和水町板楠70番地 0968-34-3111

放課後児童クラブ　ひまわりサポート 和水町前原285番地1 0968-86-5655

放課後児童クラブ　あおば学童クラブ 和水町板楠2442番地 0968-34-2009

放課後児童クラブ　春富学童クラブ 和水町東吉地767番地 0968-34-2074

放課後児童クラブ　

低学年児童受入れ事業

和水町津田1436番地1 0968-34-2636

知的障がい者更生施設　精粋園 和水町萩原1172番地 0968-86-4355

児童デイサービスセンター　あおぞら 和水町江田3103番地1 0968-75-8350

知的障がい者授産施設（通所）　銀河ステーション 和水町江田10番地1 0968-86-5557

玉名警察署江田駐在所 和水町江田4372番地 0968-86-2041

玉名警察署板楠駐在所 和水町板楠2472番地8 0968-34-2666

和水町社会福祉協議会（本所） 和水町藤田352番地 0968-86-4506

和水町社会福祉協議会（三加和支所） 和水町板楠70番地 0968-34-3111

機　関　名 住　所 電話番号

学校で実施している放課後子ども教室との連携が必要です。「ひまわりサポート」の実施地区においては、小学4年生以上の利用についてもニーズがあると思われますが、定員を増員する必要があり現状での受け入れは厳しい状況です。放課後児童クラブの現状は次の通りです。
放課後児童クラブの現状（平成21年度）
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（6）子ども等の安全の確保

 

 ア　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

 ①交通安全教室の推進

 ■交通安全対策会議の開催　

◎

年2回の交通安全対策会議の開催、交通安全週間に街頭指導等のキャンペーン実施。

 ■交通安全教室の実施、「交通安全日本一運動」

◎

玉名地区交通安全協会・玉名警察署と連携し、町内各学校等の交通安全教室の実施を

行っている。

 ②チャイルドシートの正しい使用の徹底

 ■チャイルドシート普及啓発事業

 ■チャイルドシート購入費助成制度

 ■チャイルドシート着用について

 ■母子手帳交付時・母親学級における啓発

◎

順調に進んでいる。

 

 イ　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

 ■青少年育成町民会議
 

◎

順調に進んでいる

 

 ウ　被害にあった子どもの保護の推進

 ■町内各学校、各保育所の犯罪・いじめ・児童虐待等の

    対策推進会議

◎

順調に進んでいる。

 ■教育相談、スクールカウンセラー、町学校保健委員会

◎

心の教育相談員を中学校に配置。学校保健委員会も継続して取組を行っている。

 ■小中学校への「心の相談員」の配置事業（再掲）

○

概ね順調に進んでいる。

  

（７）要保護児童への対応等きめ細かな取組の推進

 

 ア　児童虐待防止対策の充実

 ■母子保健連絡協議会

○

虐待防止対策では他職種と協力し、早期発見・早期対応ができた。

 ■児童虐待防止連絡協議会

◎

順調に進んでいる。

 ■母親学級、乳幼児健診　■健康相談（乳児・１歳児・２歳児）

 ■助産師・保健師・拇指保健推進員による訪問

 ■地域子育て支援センター　■育児相談

◎

母子保健事業の乳幼児健診・相談・健康教育など様々な場面でゆっくり時間を要し、保護者

と向き合えた。

 ■子育て支援センター・にこにこクラブでの子育て相談対応

 ■健診時・健康相談時の子育て相談対応

◎

子育て支援センター、にこにこクラブ、乳幼児健診、健康相談などで子育て相談に対応し

た。

 

 イ　ひとり親家庭等の自立支援の推進

 ■保育所入所の際の配慮

◎

順調に進んでいる。

 ■子育て短期支援事業　■ひとり親家庭等日常生活支援事業

×

未実施

 ■ひとり親家庭医療費助成事業　■経済的支援

◎

順調に進んでいる。

 ■ひとり親支援事業（クリスマス会・日帰り旅行）

☆

新規事業

 ■ひとり親就業支援

 ■相談体制の整備・情報提供の充実

 ■ひとり親家庭等に対する相談体制や情報提供の充実

○

県玉名福祉事務所が中心となって実施しており、町はその窓口となっている。

 ■就業促進のため民間事業者へ協力要請

×

未実施

 

 ウ　障がい児施策の充実

 ■学級運営改善非常勤講師配置事業

◎

 ■妊婦・乳幼児に対する健康診断や学校における

    健康診断等の推進

 ■学校における健康診査の推進

◎

妊婦健診は14回健診費用の一部助成で医療機関委託で実施しており、ほぼ全員受診して

いる。学校保健法で決められた健診以外に血液検査の実施により、早期に対応できてい

る。

 ■適切な医療及びリハビリテーションの提供・在宅サービスの充実・

     教育支援体制の整備等の一貫した総合的取り組みの推進

 ■保護者に対する育児相談の推進

○

保護者への係りの中で保護者の子供の理解を得られず、療育に結びつかないで経過を見

るケースもある。

 ■障害児デイサービス事業（就学前・小学生）

 ■障害児通園事業（デイサービス）を通じた保護者に対する

     育児相談の推進

◎

障害児デイサービス事業の利用希望者には対応できている。しかし、必要性を説明しても、

受け入れられない保護者もある。

 ■放課後・夏休みデイサービス事業（中学生・高校生）

○

障がい児に限らず、町社協が夏期休業中にデイサービス事業を実施している。

 ■保育所や放課後児童健全育成事業における

     障がい児の受け入れの推進

◎

順調に進んでいる。

 ■各種の子育て支援事業との連携

◎

順調に進んでいる。

計画の項目 評価 前期計画評価の理由等


【今後の方向】

○今後とも、町内の4保育所において、放課後児童クラブを設置運営していきます。

○学校で実施している放課後子ども教室との連携を図ります。

■児童養護施設等でのショートステイ事業（短期入所生活援助事業）
☆健康福祉課
未実施です。

緊急かつ深刻なニーズに対応する事業であり、福祉事務所と連携して、いざというときに安心できる体制の確立が期待されています。

【今後の方向】

○町内には受け入れる施設がないので、緊急の場合に対応できるよう近隣市町と連携して広域的な受入体制の確立を目指します。

■トライワイトステイ事業（夜間養護等事業）　☆健康福祉課
未実施です。

緊急かつ深刻なニーズに対応する事業であり、福祉事務所と連携して、いざというときに安心できる体制の確立が期待されています。

【今後の方向】

○町内には受け入れる施設がないので、緊急の場合に対応できるよう近隣市町と連携して広域的な受入体制の確立を目指します。

■病児・病後児保育事業　☆健康福祉課
玉名市に病児・病後児保育事業を委託して実施しています。委託施設は、レインボールーム（前田小児科）で、平成20年度実績は、延べ利用児童数2人でした。
レインボールームの利用時間・利用料金は、次ページのとおりです。
[image: image60.emf]ひまわりサポートの利用実績

                年度

 項目

 登録児童数      30人      27人      30人

 登録外児童数      14人      17人      19人

 延べ利用数  3,456人  3,823人  2,846人

 総事業費 1,691,600円 2,140,600円 2,371,000円

 うち県補助金 1,127,000円 1,426,000円 1,426,000円

18 19 20


町内に施設がないため、利用児童数が少なく、事業の周知徹底を図ることが課題となっています。また、玉名市以外の近隣市町との連携による新たな事業委託も課題です。

【今後の方向】

○玉名市への事業委託は現状維持とし、事業の周知徹底を図ります。

○近隣市町への新たな事業委託を検討します。

■一時保育事業（一時預かり事業）　☆健康福祉課
平成20年度実績は、延べ利用児童数約740人でした。

国の一時預かり事業の補助基準の要件を満たすことができず、平成21年度から町単独事業として実施しています。
　　
[image: image10.emf]一時保育事業（一時預かり事業）の利用実績

4時間以内 4時間超 合計 半日 1日

 きくすい保育園      0人      676人    676人 1,500円 1,216,800円

 あおば保育園      3人      9人      10.5人 800円 1,500円 18,900円

 春富保育園  23人 36人 47.5人 500円 1,000円 85,500円

 神尾保育園      9人      1人      5.5人 500円 1,000円 41,300円

保育所名

延べ利用児童数

事業費

利用料


【今後の方向】

○一定のニーズがあり、今後も町単独事業としての実施に努めます。

■特定保育事業　☆健康福祉課
未実施です。
【今後の方向】

○通常保育や一時保育事業により対応します。
③相談・情報提供及び助言をおこなう事業
■地域子育て支援拠点事業　☆健康福祉課
地域子育て支援拠点事業には、ひろば型、センター型(小規模型を含む。)、児童館型の3つの実施形態があります。

平成20年度地域子育て支援拠点…センター型1箇所、小規模型3箇所

平成21年度地域子育て支援拠点…センター型1箇所、小規模型2箇所

平成21年度末をもって「小規模型」2箇所を廃止し、平成22年度に新たに「ひろば型」を開設します。この「ひろば型」は、町三加和総合支所の空スペースを有効活用するものです。

三加和地域における地域子育て支援拠点を「ひろば型」として一本化することに対するニーズ調査の結果は、次のとおりです。

[image: image11.emf]ひろば事業ニーズ調査結果

度数 ％

 賛成 97 43.1

 反対 4 1.8

 わからない 118 52.4

 その他 1 0.4

 無回答 5 2.2

 合計 225 100.0


平成20年度実績は、延べ利用者数4,253人（来所相談者数含む。）でした。
[image: image12.emf]地域子育て支援拠点利用実績（平成20年度）

子ども 大人 合計 来所 電話 合計

 ピノッキオ  きくすい保育園 センター型 1,141人 1,083人 2,224人 25件 0件 25件 7,996,000円

 プチ・エンジェル  あおば保育園 小規模型 307人 241人 548人 22件 0件 22件 2,576,000円

 しいのみ会  春富保育園 小規模型 251人 235人 486人 24件 0件 24件 2,576,000円

 センターみかわ  神尾保育園 小規模型 494人 424人 918人 6件 1件 7件 2,577,396円

相談件数

事業費 センター名 保育所名

延べ利用者数

区　分


現在設置されている地域子育て支援拠点は、すべて保育所内にあります。「週５日または週6日開設されていても、園児等の保育スケジュール（午睡時間・昼食時間等）が気になったりして、気軽に利用できる雰囲気でない。」という意見や「もっと気軽に親子が集える場所が欲しい。」という要望があります。

【今後の方向】

○地域子育て支援拠点「センター型」のピノッキオ(きくすい保育園)は現状維持で実施します。

○小規模型2箇所を廃止し、平成22年度から「ひろば型」を1箇所開設します。

○１中学校区に1箇所の地域子育て支援拠点（センター型1箇所、ひろば型1箇所、合計2箇所）を設けて、子育てに関して気軽に相談できる体制の確立を目指します。
④子育て支援の総合コーディネート事業
■子育て支援総合コーディネート事業　☆健康福祉課
未実施です。
【今後の方向】

○地域子育て支援拠点を中心に、総合的・計画的な子育て支援を図ります。

イ　保育サービスの充実

■通常保育事業　☆健康福祉課
町内全体の保育所定員は、平成19年度まで300人でしたが、平成20年度から285人と減少しました。
[image: image13.emf]年度別保育所初日入所人員数（単位：人）

年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

18年度 231 234 240 243 243 246 246 247 251 258 257 256 2,952

19年度 237 242 245 247 249 259 262 265 269 274 274 275 3,098

20年度 256 259 261 263 266 270 272 280 282 283 286 291 3,269


夫婦共働き世帯の増加、育児休業明けの職場復帰、多子子育て支援策としての第3子以降の3歳未満児の保育料無料化等により、3歳未満児の保育が増加しています。よって、年度途中からの3歳未満児の入所に対応できるように、基準（面積要件と保育士配置要件）を満たすための保育体制の整備が望まれます。
町内の保育所の現状は、次ページのとおりです。
【今後の方向】

○当面は、現状の定員数を維持します。しかし、今後、少子化の影響により、通常保育利用児童数が減少するものと思われます。また、保育所は、保護者から選ばれる時代となったことから、今後も、保育の質の向上のための研修を重ねて努力していくことが必要です。

○年度途中からでも3歳未満児の入所に対応できるように、保育所を運営する社会福祉法人とも連携しながら、基準（面積要件と保育士配置要件）を満たすための保育体制の整備に努めます。

[image: image14.emf] 町内保育所・幼稚園の現状（平成21年度）

項　目

保育所(幼稚園)名 神尾保育園 あおば保育園 春富保育園 きくすい保育園 菊水ひまわり幼稚園

公私立区分 公立 私立 私立 私立 私立

定員 ６０人 ３０人 ４５人 １５０人 ８０人

住所 津田1436-1 板楠2442 東吉地767

電話番号 0968-34-2636 0968-34-2009 0968-34-2074

開設年月 昭和４３年１２月 昭和３５年　５月 昭和３７年１１月

敷地面積 ９，１２５㎡ ２，１４１㎡ ３０１６㎡

建物面積 　　５８７㎡ 　　３５６㎡ 　４４１㎡

経営主体名称 和水町 あおば会 春富福祉会 有明中央福祉会 有明中央学園

経営主体代表者名 坂梨　豊昭 古本　太士 牛島　銘子

園長名 西川　圭子 古本　太士 牛島　銘子 菅原　　裕 菅原　秀一

開所時間 07:30～18:00 07:00～18:00 07:00～18:00

開所時間

（延長保育含む）

受入可能

最少年齢

延長保育 × ○ ○

休日保育 × × ×

障がい児保育 ○ ○ ○

病児病後児保育 × × ×

一時保育 ○ ○ ○

○ ○

（平成22年３月まで） （平成22年３月まで）

放課後児童クラブ ○ ○ ○

健康で豊かで伸び伸びと

した子ども

早寝・早起き・朝ご飯など

基本的な生活習慣の確立

を基に、



日常生活に必要な基本

的生活習慣や社会性を身

につけることを基に、



基本的生活習慣の習得

を基本とし、

自分の考えが伝えられる

子ども

●自分も友達も大切にで

きる。

●あいさつができる子



人の気持ちが解り優しく

できる子ども

●感謝や思いやりの心を

持つ。

●ありがとう、ごめんなさ

いが言える子



すなわち、心身共に健康

な子どもを育成することを

保育方針とします。

●自然を愛し、心豊かに。

●思いやりのある子

●そして、地域とのふれあ

いを大切にします。

●人の心やぬくもりがわ

かる子



また、心の力、学ぶ力、

体の力を育むヨコミネ式教

育法を取り入れています。

こんな子どもに育ってほし

いと願い、日々の保育を

行っています。

生後３ヶ月 生後３ヶ月 生後３ヶ月

07:00～18:00

地域子育て支援拠点 × ○

×

○

保育方針

見つめる。認める。ほめる。

子どもは、温もりのある豊かな環境の中で逞しく育ち

ます。色鮮やかな変化に富んだ経験を積んで、優しく

思いやりのある丈夫な人になってほしいと思います。

そのために、ひとりひとりの子どもたちに豊かな環境

を与え、深い愛情の眼で成長を観察し、その心身の円

満な発達を促していきたいと考えています。



○

満３歳

○

○

○

生後３ヶ月

07:30～18:00 07:00～18:30 07:00～18:30 07:00～19:00

平成１６年　４月

７，２８５㎡

１，５７５㎡

菅原　秀一

保育所 幼保一元施設

前原285-1

0968-86-5655


■延長保育事業　☆健康福祉課
平成20年度は、町内3私立保育所で実施し、延べ利用児童数は3,632人でした。利用料金は、きくすい保育園が1回100円、あおば保育園及び春富保育園は無料となっています。
[image: image15.emf]延長保育事業の利用実績（平成20年度）

保育所名 開所時間 延長時間 延べ利用児童数 事業費

 きくすい保育園     7:00～19:00    60分   2,318人 5,941,200円

 あおば保育園     7:00～18:30    30分      774人 4,819,200円

 春富保育園     7:00～18:30    30分 540人 4,819,200円


親の就労形態の多様化により、延長保育のニーズはますます高くなると予想されます。開所時間の延長を検討する必要があります。

【今後の方向】

○3私立保育所は、現状どおり実施します。

○公立の神尾保育園は、延長保育の実施を検討します。

■休日保育事業　☆健康福祉課
平成20年度は、私立保育所1箇所で実施し、延べ利用児童数は2人でした。
きくすい保育園での利用料金は、1日2,000円（弁当持参）となっています。
[image: image16.emf]休日保育の延べ利用児童数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

きくすい保育園 0人 0人 1人 0人 0人 0人 1人 0人 0人 0人 0人 0人 2人


きくすい保育園以外の保育所における休日保育事業の実施の可否について、検討する必要があります。

【今後の方向】

○当面、現状維持としますが、三加和地区のニーズ把握に努めます。

■夜間保育事業　☆健康福祉課
未実施です。
【今後の方向】

○当面、実施しませんが、ニーズ量と費用対効果を考慮しながら、広域的な実施体制の確立に向けて検討が必要かどうか判断します。
■一時保育事業（一時預かり事業、再掲）　☆健康福祉課
■多子世帯子育て支援事業　☆健康福祉課
子どもが3人以上いる世帯の第3子以降の子どもが保育所に入所している場合、保育料の50％を熊本県が補助し、残り50％を町が負担して保育料を無料とし、多子世帯の経済的負担を軽減しています。

平成20年度までは、保育所に3人以上入所している場合、第３子以降の子どもの保育料も無料化していましたが、平成21年度から運営費で負担することとなり、本事業では、第3子以降の3歳未満児（3人以上の同時入所児童を除く。）について保育料を無料としています。

平成20年度実績及び平成21年度実績見込は、次のとおりです。

平成20年度実績

　対象児童数29人　県補助金1,498,950円　町負担額1,498,950円

平成21年度実績見込

　対象児童数20人　県補助金1,248,000円　町負担額1,248,000円

【今後の方向】

○一定のニーズがあり、現状維持で対応します。

■保育・子育て支援サービス等に関する情報提供　☆健康福祉課
町担当窓口での対応時、母子手帳交付時、各種健診及び町ホームページ等で情報提供しています。各種健診等の母子保健情報については、母子保健行事予定表を配布して情報提供しています。また、各子育て支援拠点の行事予定を「広報なごみ」に毎月掲載したり、母親たちの自主的な子育てサークル「にこにこクラブ」の利用者に対しても保育・子育て支援サービス等に関する情報を提供したりしています。

【今後の方向】

○現状の取組は、引き続き推進します。

○町の保育・子育て支援サービス等の情報を盛り込んだ子育てハンドブックを作成して、町民にわかりやすい情報提供に努めます。

○子育て支援のための講演会や研修会を開催します。

■サービス評価の仕組み・実施　☆健康福祉課
各保育所には、保護者等の苦情に適切に対応するための第三者委員が置かれています。
また、次世代育成支援対策推進協議会では、各種子育て支援事業の進捗状況や利用実態等を踏まえ、適切に評価し、その結果を町のホームページに公表しています。

【今後の方向】

○各保育所での第三者委員は、現状維持とし、今後も苦情処理に適切に対応していきます。

○次世代育成支援対策推進協議会における各種子育て支援事業の評価については、現状維持として、今後も適切に実施していきます。

ウ　子育て支援のネットワークづくり
■地域における子育て支援のネットワーク　☆健康福祉課
地域子育て支援拠点担当者による定期的な連携会議が開催されています。地域づくりグループ「ちびっこ夢ランド」では、地域の女性や高齢者の多彩な力を結集し、「できる人ができることをできるときに」を合言葉に子育て支援活動をしています。また、「にこにこクラブ」では、活発な活動が行われています。

虐待防止連絡協議会では、定期的な実務者会議を通じて、関係機関の連携を深め、情報の共有化を図るとともに、支援が必要な方に対する総合的な支援体制を構築しています。

今後は、「ちびっこ夢ランド」のような地域での子育て支援の取組を推進する必要があります。

【今後の方向】

○今後も地域子育て支援拠点担当者による定期的な連携会議を開催します。

○「ちびっこ夢ランド」については、地域の自主性を尊重しながら必要に応じて支援していきます。また、他の地域に対しても、地域での子育て支援活動が根付くように必要性を訴え、啓発していきます。

○「にこにこクラブ」などの自主的な子育てサークルに対しては、必要に応じて支援していきます。

○虐待防止連絡協議会では、今後も定期的な実務者会議を通じて、関係機関の連携を深め、情報の共有化を図るとともに、支援が必要な人に対する総合的な支援体制を確立します。

■ＮＰ講座の開催　☆健康福祉課
　平成20年度から母親を対象とした「完璧な親なんていないＮＰ（Nobody’s Perfect）講座」を開催しています。この講座（少人数制・参加型）では、講座に参加した母親たちが子育て等に対する思いを語り合うことで、母親同士の深い信頼関係が築かれるとともに、母親自身に自信が芽生えています。　

また、講座の進行役が参加者の主体的な活動を導きながら、母親の子育てに

対する不安感を取り除くとともに、母親の仲間づくりを支援しています。

町は、この講座を児童虐待予防のひとつの取組として位置づけています。

【今後の方向】

○現状維持で講座を継続して実施していきます。

エ　児童の健全育成
■子ども手当の支給　　☆健康福祉課

　平成21年度までは、児童手当を支給していましたが、平成22年度から、次世代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する目的で、子ども手当を支給する予定です。

【今後の方向】

○平成22年度の子ども手当については、6月、10月、2月の年3回、中学校修了までの子どもを養育している保護者に対して、対象となる子ども一人につき月額13,000円を支給する予定です。なお、保護者の所得による支給の制限はありません。

○政府は、子ども手当の平成23年度以降の制度の在り方等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講じる予定です。

■放課後子ども教室推進事業　☆総合教育課
平成16年から平成18年までの3年間を「地域子ども教室推進事業」として取り組んできましたが、平成19年度から「放課後子ども教室推進事業」と事業名を変えて取り組んでいます。平日（週2日）の放課後に小学校の空き教室を利用し、地域の方々を指導者（先生）とし、授業終了から午後5時までを「学習や体験の場」として開催しています。また、毎月第2土曜日には、体験学習を中心とした「いきいき選択学習」を、第3土曜日には、教科学習を中心とした「寺子屋教室」を、小学校の教室や町の公民館等を開放し、地域の方々を先生に招いて開催しています。

指導者の高齢化や子どもたちの行事が重なることが多くなり、事業の維持が難しくなりつつあります。子どもたちと指導者は、毎回楽しく過ごしており、保護者にもう少し関心を持ってもらう必要があります。会場までの送迎だけではなく、一緒に参加させるための工夫が必要です。

【今後の方向】

○平日開催の教室については、保育所で実施している放課後児童クラブとの連携を図ります。

○土曜日開催の教室については、家庭、地域、学校及び行政の役割について再認識し、行政主導型から地域主導型の教室への移行を目指します。

■放課後児童クラブ（再掲）　☆健康福祉課
■引きこもり不登校児童生徒への個別対応　■ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）との連携　■中学校への心の教室相談員の配置　☆総合教育課
小中学校では、不登校児童生徒を出さないよう、きめ細やかな指導を行っています。教育相談や子どもを見つめる会を実施して情報交換・意見交換に努め、全職員で子どもを見守り、指導していくよう共通理解を図っています。

また、こころの健康アドバイザー事業、スクールソーシャルワーカー及びスクールカウンセラー等、子どもや保護者からの相談内容に応じて、連携・対応しています。家庭訪問を中心に、学校を休みがちな生徒を励まして、登校刺激を与えています。

今後は、家庭や関係機関との連携を深めるほか、校内指導体制のさらなる強化を図ること、さらには民生児童委員、主任児童委員、その他地域の人々の協力体制づくりが課題です。

【今後の方向】

○関係機関との連絡・協力体制づくりを強化します。

○保護者との連携を密にし、学校・家庭との両輪で不登校生をつくらない、出さない取組を今後も継続していきます。

○保護者が相談しやすいような教育相談を工夫し、計画していきます。
■小中学校の性教育全体計画　■性教育についての学年別間指導計画　
☆総合教育課
性教育の全体計画、年間（学年別）指導計画に基づき、実施しています。また、性教育実践内容を各小中学校でまとめ、学年や発達段階にあわせた指導ができるよう連携を密にしています。さらに、保健だよりや学級だより等で保護者への啓発を図っています。

性犯罪防止のための情報モラルの作成や児童生徒の実態に合った指導内容、教材の選択や開発が必要です。県教育委員会が示す指導内容と町健康福祉課の指導法とに相違があり、学校と健康福祉課とで協議の場を設けて共通指導を目指します。

【今後の方向】

○保護者への啓発を含めた性教育の公開授業を行います。

○指導方法等を工夫改善しながら事業を継続していきます。
■ふるさと伝統工芸保存事業「手漉き和紙体験学習」　☆総合教育課
年間の利用は約30件～35件で、約900人が体験学習を行なっています。そのうち約半分が卒園証書及び卒業証書の作成となっています。なお、町外者も約15件、来館者約500人が訪れています。体験される時には必ず開会式を行ない、紙の歴史、和紙はどんな材料から出来るのかなどを詳しく説明しています。町外からの体験申込が年々増加している状況です。

現在、保存会員7人ですが、そのうち4人が70歳以上で、会員の高齢化が進んでいます。障子紙等の大きい紙を漉ける人は、高齢会員のみであり、後継者の育成が課題です。また、体験に来た子どもたちに伝統工芸の素晴らしさを知らせる努力をして、子どもたちがその伝統工芸を保存したいと思うような体験活動を目指しています。　　　　　　

【今後の方向】

○伝統工芸を活かした創作活動（手漉き和紙で作成した人形・ランプ等の作成）を行い、販売等を通じて手漉き和紙の良さをＰＲします。

○町内の全小中学校が紙漉きによる卒業証書の作成を行なうよう働きかけていきます。

■学校支援地域本部事業　☆総合教育課
地域のみんなで学校を支え、子どもたちの学びをサポートする事業です。学校と地域との間にコーディネーターを配置しています。コーディネーターは、学校の依頼に応じてボランティアに連絡し、適切に、学習支援、クラブ活動支援、部活動支援、安全確保支援、環境整備等の協力をしていただいています。学校・家庭・地域が一体となって、地域ぐるみで子どもを育てる体制を整えています。現在は、約200人のボランティア登録があり、研修会も実施しています。　
地域の方々の協力により、学校だけでは対応出来ないさまざまな体験活動が可能になると思われるので、コーディネーターが学校のニーズを把握するとともに、各学校の教育課程に学校支援ボランティアが位置づけられるように働きかける必要があります。

【今後の方向】

○改訂版ボランティア名簿を作成します。

○学校支援の取組を町民の方々に広報誌等で周知し、さらに子どもたちのさまざまな体験活動が充実・拡大するよう、地域ボランティアの掘り起こしに努めます。

■豊前街道を歩く会　☆総合教育課
平成19年度から、町内の６年生を対象に、熊本城からスカイドームまでの約40kmを1泊2日の日程で、事業を実施しています。第1回目35人、第2回目49人、そして、平成21年度の第3回目は69人と参加児童が増加しています。

今後は、対象児童や運営方法について、検討する必要があります。

【今後の方向】

○郷土の歴史を肌で感じるとともに、心身の鍛錬のために、今後も事業を継続しますが、対象児童や運営方法について検討します。

■和水町子ども会連合会　☆総合教育課
町子ども会連合会では、6月に男子はソフトボール大会、女子はビーチバレー大会を実施しています。また、2月の肥後国衆まつりでは、各子ども会単位で修羅レースに参加しています。

単位子ども会では、それぞれ独自の活動をしています。

【今後の方向】

○今後も継続して、活動を支援していきます。

■和水川舟ペーロン大会　☆総合教育課
平成15年度から旧菊水町で始まった大会で、平成21年度で7回を数えています。ペーロン大会に参加することで、川への興味や親しみを持ち、環境などを考えるきっかけになると思われます。

【今後の方向】

○今後も継続して、多くの子どもたちに参加を呼びかけ、大会を開催していきます。

■青少年育成町民会議　☆総合教育課
保護司、婦人会、幼稚園、保育所等で構成する団体を育成部会とし、少年補導部会、地警連部会との3部会をまとめて、町青少年育成町民会議として再構築しました。年1回、全体の総会を開催して、各部会の連携強化を図っています。　　

活動は、これまで同様、部会ごとに実施しており、ミニ集会、各児童生徒のスポーツ大会等の援助、定例補導、青パトロールカーによる巡回等を行っています。

3部会が一体となって青少年の健全育成に寄与するよう、連携を密にして情報を共有していくことが必要です。

【今後の方向】

○青少年の健全育成及び犯罪被害から青少年を守るため、今後も活動を継続します。

○各種行事において、社会を明るくする運動や少年補導などの活動を周知していきます。

■地域子育て支援拠点事業・子ども料理教室などへの民生児童委員の参加　
☆健康福祉課
民生児童委員及び主任児童委員が、地域子育て支援拠点事業や子ども料理教室に年３回程度参加しています。地域の子どもたちや子育ての実態を把握し、母親や子どもたちと顔見知りになる場になっています。

民生児童委員の活動は、高齢者福祉への関わりが中心となっています。

【今後の方向】

○子どもや子育て中の家庭の実態を把握するため、民生児童委員及び主任児童委員は、保健師や母子保健推進員と連携しながら、家庭訪問を実施していきます。

オ　その他

■保育所と特別養護老人ホーム等との交流　■社会福祉協議会主催の中学生ワークキャンプ　☆健康福祉課
各保育所は、特別養護老人ホームや地域の高齢者等と交流を図っています。また、町社会福祉協議会は、中学生を対象とした1泊2日のワークキャンプ

を実施しています。

【今後の方向】

○現状維持とし、今後も継続します。

■子どもと大人・高齢者との世代間交流　　☆健康福祉課
各保育所では、高齢者等の協力を得て、七夕づくり、サツマイモ苗植え、芋掘り等の体験事業を実施しています。

【今後の方向】

○現状維持とし、今後も継続します。

■夏休み児童デイサービス事業（小学生・中学生・高校生）　
☆社会福祉協議会
町社会福祉協議会が主催して、夏休み期間中の４日間（菊水地区小学生2日間→中央公民館、三加和地区小学生2日間→三加和公民館）の昼間、希望者を預かり、実施しています。平成17年から菊水地区で実施し、平成19年からは三加和地区においても開催しています。小学生を対象に、中学生・高校生が先生役となり宿題を教えたり、参加者全員での昼食づくりやスポーツ・環境体験等を通じて、子どもたちの健全育成を図っています。
【今後の方向】

○現状維持とし、今後も事業を継続します。
■乳幼児等医療費助成事業　☆健康福祉課
平成20年5月の診療分から、従来の償還払助成方式（医療機関の窓口で医療費の一部負担金を支払った後に町に申請して助成金を受け取る方法）に加え、現物給付助成方式（医療機関の窓口で医療費の一部負担金を支払う必要がない方法）を導入し、受給者の利便性の向上や行政コストの削減を図っています。また、平成21年6月の診療分から、助成の対象者を中学3年生までに拡大しました。助成実績は、次のとおりです。

[image: image17.emf]乳幼児等医療費助成実績

                年度

 項目

 助成対象者数     817人      891人     878人

 助成件数      6,809件      6,830件      7,183件

 助成金額 15,959,852円 19,287,179円 22,675,314円

 うち県補助金額 2,157,000円 2,060,000円 2,180,000円
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【今後の方向】

○現状維持とし、今後も事業を継続します。

○安易な受診により医療費が増加しないよう啓発に努めます。
（2）母性と子どもの健康の確保・増進
ア　子どもや母親の健康の確保
■母子保健推進員の訪問　■母子保健推進員活動　☆健康福祉課
母子保健推進員は、菊水地区4人、三加和地区6人の計10人配置しています。主な活動として、妊婦に対しては母親学級の案内、各乳児健診健康相談の対象者に対しては案内や状況把握のための訪問を実施しています。母子保健推進員は、保健師に対して訪問結果を報告し、気がかりな結果である場合には、保健師が継続して対応しています。また、毎月、定例会を実施し、母子保健への理解を深めるための情報交換や勉強会、研修会を行ったり、ＮＰ講座での託児の協力などを行っています。

きめ細かなサービス提供を図るうえでは、行政だけでは限界もあり、地域の人材を生かせるような体制が必要です。また、母子保健推進員も就労している人が多く、定例会への参加が困難な場合もありますが、訪問対象者などの情報提供は、随時、実施しています。

【今後の方向】

○母子保健推進員の妊婦、乳幼児訪問の充実を図ります。

○虐待予防の観点からも、身近な相談相手として、母子保健推進員の役割が期待されており、今後も現状維持で積極的に活動していきます。

■妊婦健診　☆健康福祉課
平成20年度の妊婦健診の受診率は、1回目90％、2回目74.6％、3回目67.6％、4回目67.6％、5回目53.5％という現状であり、2回目以降の受診率が低い状況です。100％受診に至っていません。
　受診率の低下は、母子の健康状態を把握する機会が減り、異常等の発見が遅れて母子の健康状態が心配されます。また、妊娠期における生活面の指導等を受ける機会も少なくなってしまいます。妊娠期を健やかに過ごし、元気な赤ちゃんを出産するために、妊婦が正確な知識を習得し実践に移せるよう、産婦人科と連携しながら妊婦への健診を働きかける必要があります。
また、平成21年度から、妊婦健診費用の助成を14回に増やし、経済的負担が軽減したことで、妊婦健診がより受けやすい体制となりました。さらに、妊娠期からの生活習慣病予防にも視点を置き、健診を働きかける必要があります。

【今後の方向】

○妊婦健診費用助成が14回になったことを告知するとともに、早期に母子手帳を受け取られるように努めます。

○母子手帳交付時や母親学級等を通して、健診の必要性や重要性を十分に伝え、妊婦の意識を高めていきます。

■母親学級・妊婦相談における出産準備教育及び出産に対する相談への対応　☆健康福祉課
母親学級は、毎月1回実施し、保健師が全回担当するほか、歯科衛生士、栄養士、助産師も交代で3回シリーズを年4回実施しています。母親学級は、妊婦だけでなく、夫や子どもも一緒に参加することもあります。また、妊娠期の栄養についての講座では、経産婦からの希望で、大人の食事から離乳食をつくる方法についてアドバイスするようになりました。
母子手帳の交付は、月４回実施しているほか、対象者の都合では随時に対応しているため、それぞれの生活背景に応じた保健指導を行っています。

平成20年度の母親学級の実績から、就労妊婦が70％と働く母親が増えたことで、平日の参加者が増えないという課題が挙げられます。

【今後の方向】

○住民のニーズ、要望を把握しながら、今後の内容や実施方法等について検討していきます。

○平成21年度から、妊婦健診費用の助成が5回から14回に増えたことで、妊娠中の健康状態の把握がしやすくなったため、この機会を活用して、さらに個別保健指導を実施していきます。

■新生児・乳児訪問　☆健康福祉課
第１子の新生児、乳児訪問は、保健師と助産師が連携して、訪問率100％を目指して実施しています。第2子以降は、電話での状況確認や助言で済ませるケースもあります。

しかしながら、第１子であっても家庭訪問を断られるケースがあります。

【今後の方向】

○家庭訪問は、対象者の状況を把握するのに重要な事業であるため、第1子の新生児、乳児訪問は、保健師と助産師が連携し、訪問対象者とも訪問日程を調整して100％実施を目指します。

○第2子以降も、産婦人科からの入院患者の経過のまとめ、出生届時の面談、妊娠中の経過、電話等で状況確認をし、訪問の必要性を勘案してできるだけ訪問します。

■乳幼児健診　☆健康福祉課
乳幼児健診には、3～4ヵ月児健診、7～8ヵ月児健診、1歳6ヵ月児健診、3歳児健診があります。いずれの健診においても、対象者のほぼ全員が受診しています。

また、平成16年度から、１歳6ヵ月児健診及び３歳児健診において、地域療育専門の保育士による子育て相談を実施しており、親が気軽に相談できる体制を整えています。

さらに、子どもの成長段階に応じて、誤飲や転落などの事故を防止するための取組について啓発しています。

大人の生活に合わせてしまい、生活リズムの乱れが気になる子どもが多く、規則正しい生活リズムの大切さについて、啓発しています。

親が子どもの成長発達の見通しをたてて評価できるように指導していくことが課題となっています。

【今後の方向】

○受診率に関しては、現状を維持していきます。

○誤飲や転落などの事故防止の啓発に関しては、現状を維持します。

○親が子どもの成長発達の見通しをたてることができるよう、健診会場に子どもの成長発達を描いたパネルを掲示したり、パンフレット等を配付したりして、わかりやすく指導していきます。

○子どもの規則正しい生活リズムの大切さについては、どのようにしたらわかりやすく親に指導できるか検討していきます。

■乳幼児の栄養・育児指導　☆健康福祉課
現在、町では、常勤で栄養士１人を確保しています。3～4ヵ月児健診、1歳6ヵ月児健診には、食生活改善推進委員の協力のもと、離乳食の試食、月齢に応じたおやつの配布を実施しています。また、2ヵ月児健康相談、3～4ヵ月児健診、7～8ヵ月児健診、1歳児健康相談、1歳6ヵ月児健診、2歳児歯科健診、3歳児健診において、栄養士による個別の栄養相談を実施しています。3～4ヵ月児健診における初期、中期、後期の離乳食の試食は好評です。

初めて離乳食づくりに取り組む親は、離乳食の種類の広げ方（バリエーション）について十分に理解できない場合があります。また、大人にあわせた夜型の生活習慣や食生活の乱れが気になります。

【今後の方向】

○離乳食の広げ方（バリエーション）などについて、わかりやすく乳幼児の栄養・育児指導ができるよう努めます。

○正しい生活習慣や食生活の大切さについて、啓発・教育していきます。
■2ヵ月児健康相談　■1歳児健康相談　☆健康福祉課
2ヵ月児健康相談は、毎月1回、1歳児健康相談は、2ヵ月に1回実施しています。

2ヵ月児健康相談では、心身の発達や股関節の状態を把握したり、産後うつ対策等を実施しています。股関節に異常を確認した場合は、医療機関を紹介して早期治療を促しています。産後うつに関して気になる母親に対しては、個別相談や家庭訪問で経過を観察して、必要に応じて医療機関につなげています。

1歳児健康相談では、運動及び精神発達の状態等を把握し、事故を防止するための啓発を実施しています。大人の生活に合わせてしまって、生活リズムの乱れが気になる子どもが多いため、規則正しい生活リズムの大切さについて、啓発しています。

育児不安は、親が訴えてはじめて把握することができるので、2ヵ月児及び1歳児健康相談で気軽に相談していただけるよう努めています。

【今後の方向】

○新生児・乳児訪問の結果を基に、2ヵ月児健康相談の産後うつ対策を充実させていきます。

○気軽な相談体制を今後も継続して整えます。

○事故防止の啓発に関しては、現状を維持します。
○乳幼児期の子どもの生活リズムなどに関して、どのように親へ伝えていくかを検討します。
■乳幼児健診後の相談等及び随時の個別相談　☆健康福祉課
乳幼児健診後も追加支援が必要と認められる場合は、各種精密健診機関や専門の相談機関を親に紹介するとともに、乳幼児の発達の経過を観察しながら、必要に応じて治療及び療育を勧めています。

【今後の方向】

○現状を維持します。

■育児不安解消のための相談（母子手帳交付時、妊婦相談、育児相談、子育て支援事業中の相談、母子健康推進活動、乳幼児健診時）　☆健康福祉課
妊娠期・出産期・新生児期・乳幼児期を通じて、育児不安の解消を図るため、各時期の健康相談・健診・健康教育などの機会に、保健師・栄養士・歯科衛生士などによる相談を実施しています。

具体的には、母子健康手帳交付時(月４回）、母親学級での妊婦相談(月１回）、２ヵ月児健康相談 (月１回）、1歳児健康相談（２ヵ月1回）、のびのび相談（心理相談）（年4回）、にこにこクラブ(月１回）、乳幼児健診時などの機会を利用しています。

また、子どもの発達が気になる、または育児不安を抱える保護者や子どもに対しては、随時、保健師が対応するとともに、年に４回、心理判定員による個別相談を実施しています。

【今後の方向】

○保育所、民生児童委員、主任児童委員等と連携しながら、現在の取組を継続して実施していきます。

■乳幼児健診における保護者への事故防止のための安全教育　☆健康福祉課
乳幼児健診において、保護者に対して、各月年齢に応じた事故防止のための安全教育を行っています。

身近な誤飲、熱傷、転倒、転落、溺水などの事故の事例を紹介することで、保護者や家族の事故防止意識を高め、各家庭において、乳幼児の周辺環境（安全性）の整備を行っていくことが必要です。

【今後の方向】

○現在の取組を継続して実施していきます。

■乳幼児等医療費助成事業(再掲)　☆健康福祉課
■出生手当　☆健康福祉課
出生手当は、子どもの出生を祝福し、少子化対策と子どもの健やかな成長に寄与することを目的としています。支給対象は、第3子以降を出産し養育する保護者ですが、対象児の出生前に、1年間以上町内に居住し、町税等に滞納がないことが支給の条件です。支給額は、第3子10万円、第4子20万円、第5子以降30万円です。

[image: image61.emf]支給の実績は、次のとおりです。

【今後の方向】

○現状維持で今後も実施していきます。

イ　食育の推進
■児童の発達段階に応じた食事指導　■各学校の栄養教室への協力　
☆健康福祉課
乳幼児期については、2ヵ月児から3歳児までの乳幼児健診時に、発達段階に応じた食事指導を実施しています。また、学齢児童においては、各小中学校からの依頼に基づき、おやつや郷土料理に関する講話や調理実習を、町食生活改善推進員とともに実施しています。
子どもを取り巻く関係機関や保護者が、食育が大切であるという認識を共有し、子どもの発達段階に応じた食育目標を検討することが大切です。親と子がふれあい、同じ時間に食育について話し合える機会がもてる環境づくりや子どもが自分で調理することができる力を育てていく必要があります。

【今後の方向】

○現状維持で今後も実施していきます。

■地域子育て支援拠点における料理教室　☆健康福祉課
各地域子育て支援拠点において、未就園の子どもとその親を対象に、栄養士による親子栄養教室を、町の食生活改善推進員とともに開催しています。

【今後の方向】

○現状維持で今後も実施していきます。

■歯のお話（保育所）　☆健康福祉課
むし歯予防教室については、各保育所において、未就園児も含めて年1回開催し、人形劇や紙芝居等による歯磨き指導を行っています。また、フッ化物塗布については、各保育所及び保健センターなどで年2回、1歳児から3歳児までの幼児及び未就園児の希望者に実施していますが、未就園児の参加が少ないのが課題です。フッ化物洗口については、各保育所において、4・5歳児に対し、毎日法で実施しています。

未就園児については、乳幼児健診において、歯科衛生士による歯磨き指導を実施しています。

【今後の方向】

○今後も継続して、保育所でのむし歯予防教室を実施します。

○保護者や未就園児についても、継続して、むし歯予防教室への参加を呼びかけていきます。

○フッ化物を応用したむし歯予防を推進します。

■母親学級・母子手帳交付時での妊娠中の食生活に関する指導・情報提供
　☆健康福祉課
母親学級は、就労している母親が多いため、参加人数が少ない状況ですが、随時、個人の食生活に関しての悩みや相談に細かく対応しています。妊娠中の食事の目安となるよう調理実習も行っています。また、母子手帳交付時に、食生活の相談があれば、母親学級への参加を勧めています。

母親学級に参加しやすい環境づくりとともに、より多くの妊婦に聞いてもらえるよう参加の呼びかけを工夫する必要があります。また、妊産婦だけでなく、その家庭や家族を含めた適切な食生活ができるよう啓発・教育していく必要があります。

【今後の方向】

○母親学級は、現状維持で、今後も継続して実施していきます。

○妊産婦及びその家族を対象とした料理教室の実施を検討します。
ウ　思春期保健対策の充実
■赤ちゃんふれあい体験学習　☆健康福祉課
菊水中学校において、2年生を対象に、性教育の一環として、赤ちゃんふれあい体験学習を実施しています。妊婦体験や、実際に妊婦とふれあって、赤ちゃんの胎動を感じるなど、貴重な体験学習となっています。

菊水中学校のみの実施であり、三加和中学校では実施していません。

【今後の方向】

○両中学校で実施できるよう学校側と調整します。

■小中学校の教科での性教育　■思春期教室　☆健康福祉課
小学校では、学校単位で実施されており、学校から保健師に協力依頼があった場合は、人形による沐浴体験や講話を実施しています。

思春期教室は、中学生の性教育の一環として、外部医療機関の助産師などの協力を得て、年1回実施しています。

【今後の方向性】

○小学校での性教育については、学校からの依頼に応じて今後も実施していきます。

○中学校での性教育・思春期教室については、教育委員会と連携しながら、各中学校と検討して引き続き実施していきます。

■まちの保健室イコイバ　■中学生・高校生に対するピアカウンセリングへの参加勧奨　☆健康福祉課
玉名駅前通りで看護協会有明支部が開設している「まちの保健室イコイバ」においては、保健師が専門員として参加していますが、ＰＲ不足や場所が遠いため参加が低調です。それに代わるような、中・高・大学生や若者が気軽に相談できる体制の整備が必要です。

【今後の方向】

○「まちの保健室イコイバ」について、保健師は、専門員として協力していきます。

○有明保健所、九州看護福祉大学の協力を得て、中学生に対して、ピアカウンセリング（同じような悩みや経験を持つグループ間で対等な立場で行われるカウンセリング）が実施できるよう検討します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■小中学校の教科での禁煙・禁酒・薬物乱用防止教育　☆総合教育課

保健所と連携して実施しています。

あらかじめ、児童生徒にどのくらいの知識があるのか実態を把握し、小中一貫した教育が必要です。また、発達段階に応じた指導や、時代の流れに合わせた指導が求められています。

【今後の方向】

○保健所との連携を強化して、円滑に実施できるよう努めます。

○校舎区域内における禁煙の取組を強化します。

エ　小児医療の充実
■小児医療体制の充実　☆健康福祉課
町立病院では、平成21年9月から非常勤小児科医師により午前中の小児科診療（月、火、水、金）が実施されています。

夜間初期外来診療については、午後10時までは玉名市の玉名地域保健医療センターで対応していますが、午後10時以降は、近隣市町の医療機関では対応が難しい状況です。小児科の常勤医師不足は深刻で、近隣市町と連携して安心できる医療体制の構築が必要です。

【今後の方向】

○現状を維持しながら、町立病院における小児科医師の常勤配置と夜間初期外来診療の玉名地域保健医療センターでの継続診療の確保に努めます。

（3）子どもの心身の健やかな成長に資するための教育環境の整備
ア　次代の親の育成
■人権教育・男女共同啓発の充実　☆総合教育課
すべての町民が心豊かに暮らし、お互いの人権を尊重しあい、差別のない人権共存社会を目指すとともに、男女共同・男女平等の意識を持って協働して暮らすことの意義を、講演会や「広報なごみ」などを通じて啓発しています。

【今後の方向】

○講演会や「広報なごみ」を通じた啓発活動を継続して実施します。

○町人権教育基本計画に沿った事業を展開していきます。

■中学校の職場体験学習　☆総合教育課
中学校では、町内の各職場において体験学習を実施しています。職場体験学習は、保育所、小学校、農家、商店、役場、体育館などで、多くの地域の人々の協力を得ながら実施しています。
【今後の方向】
○多くの職場を体験できるように受け入れ先を確保する必要があります。
○夏休みなどの長期にわたる休暇を利用した職場体験も検討します。
○行政、学校及び地域が連携して、生徒が経験を活かして将来を見据えられるようにあらゆる機会をとらえて啓発をしていきます。

■幼保小中学校連携事業　☆総合教育課
幼保小中連携計画に沿って、事業を推進しながら、連携を一層深め、子どもの健やかな成長を促すように努めていきます。

【今後の方向】

○幼保小中連携協議会での意見を参考に、今後も事業を継続していきます。

イ　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境などの整備
①確かな学力の向上
■学力充実フロンティア事業(※3)　☆総合教育課
和水町学力充実フロンティア事業で、町内全教職員が13部会に分かれた授業研究会を中心に行っています。
校内研修の授業研究会を町内の他の学校にも案内し公開とすること、授業実践の更なる充実を図ること、各教科等における研究成果の共有化を図ることなどを行っていますが、それぞれの部会の人数が少ないため、全員がそろう事前研究や授業研究会の設定が必要です。　　　
【今後の方向】

○和水町学力充実フロンティア事業を推進します。
○現在の13部会を国語、数学、英語、道徳、特別支援に絞り、その5部会に学校からの参加ができるよう検討していきます。

○事前研究と授業研究会を着実に実践し、成果と課題を明確にしながら次年度以降の事業を進めていきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※3　学力充実フロンティア事業とは、豊かな心を持ち、自ら学び、たくましく生きる児童生徒の育成を目指すための研究事業のことです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■各種テストの実施と結果分析、評価に基づく指導　☆総合教育課
熊本県学力テスト、ゆうチャレンジ、全国学力・学習状況調査を実施し、その結果分析と個々の評価を指導に生かして学力向上に努めています。

【今後の方向】

○全国学力・学習状況調査が悉皆調査又は抽出調査に変わりますが、本町では、全小中学校で調査を実施する方向で検討しています。
○教育事務所及び町教育委員会による学校訪問を実施して、学校力、授業力の向上を促します。

○課題改善に向けて研究授業を中心にした校内研修を全職員で取り組んでいきます。　
■学校統廃合による小中一貫教育の推進　☆総合教育課

　近年の児童生徒数は、著しく減少し、すでに菊水地区の３小学校で複式学級が設置されており、三加和地区の小学校でも今後複式学級の設置が予想される状況となっています。また、子どもたちの心身の成長も著しく進んでいます。

このような状況の中、複式学級の解消や学校規模の適正化を図るため、子どもたちの発達段階に応じて集団の中で育まれる小中一貫教育の導入を推進しています。

【今後の方向】

○広く町民、保護者の意見を取り入れながら慎重に検討しています。

②豊かなこころの育成

■道徳の授業の充実と規範意識の育成　☆総合教育課
子どもの発達段階を踏まえた計画的・発展的な指導、道徳教材の開発・活用及び体験活動の工夫により、道徳の授業を充実させています。また、規範意識を育成するため、ボランティア活動を通して、人のために役に立つことの大切さと喜びを味わう「心の教育」に力を入れています。

【今後の方向】

○教材の開発と共有化を進め、今後とも道徳の授業を充実します。

○家庭、学校及び地域が連携して規範意識が高められるよう啓発に努めます。

○家庭、学校、地域及び職場において「あいさつ運動」を推進します。

■いじめ、不登校児童生徒ゼロの取組　☆総合教育課
いじめ、不登校、問題行動の未然防止と解消に向けて、組織的な対応や専門家
と連携した取組を行っています。
また、規律ある集団生活が送れるよう、それぞれの学校での伝統を重んじ、自
分の学校に誇りが持てる児童生徒の育成を図っています。

【今後の方向】

○児童生徒の存在感を高め、共感的な人間関係をつくりながら、共通理解、共通指導に取り組みます。また対外競技や校内行事を通して自分の学校を誇りに思う「愛校心」を育て、高学年を尊敬し、下級生をいたわる校風づくりを目指します。

○心の相談員を各中学校に配置し、スクールソーシャルワーカー、不登校アドバイザーなどとの連携を強化し、生徒に寄り添った生徒指導を進めます。
■本物の芸術に触れて、感動を味わう機会を設ける　☆総合教育課
演劇や演奏など本物の芸術に触れて感動を味わう機会をできるだけ多くつくっています。
また、町内在住の芸術家の協力を得て、校内コンサートや美術展を開催しています。
【今後の方向】

○文部科学省や県文化課と連携して、できるだけ多くの本物の芸術に触れる機会を設けます。
③健やかな体の育成
■運動量の確保とスポーツに親しむ態度の育成　☆総合教育課
教科体育や全校体育により運動量を確保し、子どもたちが自ら進んでスポーツに親しむ態度の育成とともに、高い技量の獲得を目指して、指導方法の工夫改善に努めています。

また、小中学校での部活動の指導体制を確立し、児童生徒の参加を促して運動する機会を増やすようにしています。部活動では、学校の教職員が中心になって、外部指導者の協力を得ながら競技力向上に努めています。少人数の学校では、スクールバス送迎による合同での部活動にも取り組んでいます。

さらに、町の小学校体育連盟主催により「子ども球技大会」「陸上記録会」「水泳記録会」を実施し、学校間の交流や競技力の向上を図っています。子ども駅伝大会や金栗マラソンなどへの参加も呼びかけています。

【今後の方向】

○子どもたちの運動量を確保し、競技力の向上を図るため、指導方法の工夫改善に努めます。
○各種スポーツに親しめるよう体育施設の活用と指導者の育成に力を入れます。

○総合型地域スポーツクラブと学校体育、部活動のそれぞれの役割分担と推進を図ります。
■自らの健康管理、安全管理ができる態度の育成　☆総合教育課
心身ともに健康で安全な生活習慣を形成するため、保健体育の授業を中心に、家庭や地域社会との連携により健康教育を推進しています。

また、学校教育活動全体を通して「食」に関する知識や実践的な態度を身につけさせ、望ましい食習慣の形成を図っています。

【今後の方向】

○各学校の養護教諭、保健主任が町保健師と連携して児童生徒の健康教育、安全教育を計画的、継続的に進めます。

○農業生産者の協力を得ながら、農業体験学習を通して農業と食への関心を高めます。また、「地産地消」の取組をさらに進めます。

■健康教育の推進　　☆総合教育課
養護教諭を中心に健康教育を推進しています。小中学校で連携し、児童生徒の健康状態をまとめ、冊子にしています。

生活習慣の乱れが無く、健康的な生活につながるような保健指導の工夫が必要です。医療費が無料にもかかわらず、う歯の治療率が低いのが課題となっています。

【今後の方向】　　　

○健康教育の推進については、現状を維持して実施します。

④信頼される学校づくり
■学校評議員制度　☆総合教育課
町内の小中学校で学校評議員制度を導入し、各小学校に３人、各中学校に５人の学校評議員を委嘱しています。学校評議員は、学校長の求めに応じ、学校の運営に対して意見を述べるというような役割を担っています。学校ごとに年間3回程度の会議を開き、保護者や地域の人の意見を聞いたり、学校の情報を発信したりして開かれた学校づくりを進め、学校運営の改善につなげています。

学校評議員活動を学校評価と関連づける必要があります。

【今後の方向】

○学校、家庭、及び地域が連携・協力して子どもの健やかな成長を図っていくため、学校評議員を中心に、教育活動の計画や実施のあらゆる場面で保護者や地域の人々の協力を得ながら、開かれた学校づくりを一層進めていきます。

■教職員の指導力向上のための研修、指導力強化研修（授業研究会）
　☆総合教育課
PISA型読解力(※4)の向上を共通テーマに、各学校では、全教職員で研究授業を行い、互いの指導力向上に努めるとともに、成果を教育論文にまとめています。
　また、町学力充実フロンティア事業における研究授業を実施し、学びあう場を持っています。このほか、講師を招いて専門的な指導、助言を受け、授業改善につなげる努力を続けています。

研究の日常化を図り、教職員の指導力向上を図ることを目的に取り組んでいます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【今後の方向】

○教職員の質の向上を図るため、今後も研修計画に基づき、すべての教職員が授業研究を行い、さらに指導力を高められるよう努めます。　
※4 PISA型読解力とはOECD(経済協力開発機構)が実施している学習到達度調査における読解力のことです。

■「開かれた学校づくり」の設定　☆総合教育課
三加和地区では「学校へ行こうデー」を、菊水地区では授業参観日以外にも町民の方が学校に参観できる日を設けていますが、参加人数が伸び悩んでいます。
【今後の方向】

○参加人数が伸び悩んでいるため、開かれた学校づくりが、魅力ある内容となるよう検討していきます。

○学校の様子を地域へ伝え、学校教育に対する関心が高まるよう努めます。
⑤就学における学費などの援助
■就学援助費制度　☆総合教育課
年々、就学援助費の申請が増えてきています。不景気、母子家庭の増加等が原因ではないかと思われます。

【今後の方向】

○就学援助費制度は平成18年度から町単独事業になりました。町の財政事情は厳しさを増していますが、予算確保に努めます。

■奨学金貸与制度　☆総合教育課
高校、専門学校、大学などに在学し、経済的理由により修学困難な人に対して、奨学金の貸与を実施しています。
経済状況の悪化に伴い、未返還者が出てきています。

【今後の方向】

○今後も継続して実施します。
○未返還者への返還の働きかけに努めます。
⑥幼児教育の充実

■幼保小中学校連携事業　■幼・保・小中連携推進協議会、～次世代育成レインボープラン～　☆総合教育課
保育所・幼稚園職員との情報交換や意見交換の場として、教職員が保育所を訪問し、保育体験を実施しています。また、児童生徒が保育所に行ったり、園児を学校に招待したりするなどして交流を図っています。

【今後の方向】

○町の幼保小中連携協議会を中心に関係機関相互の連携を図り、各学校での幼保小中連携の取組を強化していきます。

○幼・保・小中学校で教育課程が異なるため、推進しにくいところがありますが、幼保小中連携計画に沿って連携を一層深め、子どもの健やかな成長を促すように努めます。
ウ　地域や家庭の教育力の向上
①家庭教育への支援の充実

■総合型地域スポーツクラブ活動の推進　☆総合教育課
総合型地域スポーツクラブは、会員の負担金で運営され、会員自らでつくるクラブサークルです。

会員数の減少、クラブマネージャー・事務局員の人材不足、各教室の指導者・協力者の不足、財源不足等の課題があります。活動実績は、次のとおりです。
　　平成19年＝会員数194名・10教室 ４イベント

　　平成20年＝会員数191名・11教室14イベント

　　平成21年＝会員数142名・11教室12イベント
【今後の方向】

○総合型地域スポーツクラブは、町民の健康・体力の保持増進、地域教育力の増進、学校部活動と地域の連携など、生涯スポーツ社会の形成に寄与する役割を担っていきます。
○町は、平成21年度に策定した「和水町スポーツ振興計画」の重要施策として、総合型地域スポーツクラブ活動の充実を位置づけています。
○町は、クラブの自主的・主体的な活動を支援します。
■家庭教育講演会・研修会の実施　■子育てカレンダーの配布　■基本的生活習慣の形成　☆総合教育課
　各学校では、ＰＴＡを対象に家庭教育力の向上をテーマにした講演会を開催しています。
また、児童生徒の各家庭に対して、子育てカレンダー(子どもの発達段階に応じた子育ての視点や心構えなどを示したもの)の配布や「ノーテレビデー」・「ノーゲームデー」などの呼びかけを行っています。
　町ＰＴＡ役員会では、年に３回研修会を開いて「我が家の子育て」の発表を
行っています。身近な家庭での子育ての悩みや喜びが語られ、参加者に感銘を
与えています。

【今後の方向】

○保護者への啓発を工夫するとともに、健康福祉課と連携して次世代育成の子育て講演会を魅力ある内容にします。

○子どもたちの基本的な生活習慣を育むために、家庭と地域社会を対象にした講演会などの学習の機会を設けて啓発を図ります。

■子育て経験者や専門職による家庭教育に関する相談　☆健康福祉課
学力や発達が気がかりな子どもについては、母子保健推進員、保育士、保健師、主任児童委員及び学校の先生と家庭環境等について情報を共有してきました。

また、各家庭の教育力の格差を、相談や情報提供等により解消させていく必要があります。さらに行政、地域等の相談員の相談のみでなく、保育所や小中学校と情報を共有し、必要に応じて、発達相談の専門機関や医療機関への相談を推奨しています。

【今後の方向】

○今後も子育て中の保護者が相談しやすい体制の整備を検討していきます。

○発達相談の専門機関や医療機関と連携し、早期の対応を図ります。
（4）子育てを支援する生活環境の整備
ア　良質な住宅の確保と定住の促進
■ふれあいの森整備基本計画での住宅地造成ゾーン整備構想　☆企画室
ふれあいの森に近接する町有地周辺を買収し、「グリーンビレッジ平野」を宅地造成（11区画）し、平成21年8月から分譲を開始しました。平成22年3月現在分譲契約した10区画のうち9区画が子育て世帯となっています。
また、ふれあいの森の東側では、県立大（知識人、若者）、南関町誘地企業の富士電機（都会人）、地元住民及び町が協働して「里山再生事業」を展開しています。荒れ放題の森の進入竹の伐採、人工林の間伐を行い、遊歩散策道を作り、棚田だった場所にはサツマイモ、果樹、花を植え、稲作が出来るまでになりました。除草作業の軽減のため電気柵を設置して牛の放牧も行っています。このように癒しの場として体験交流、遊びの森が形成されつつあります。
ふれあいの森構想の実現には、道路整備や飲料水の確保が必要であり、多額の予算確保が課題です。東側及び北側の部分は、引き続き里山再生事業を行い、更なる癒しの空間、体験交流遊びの場を形成していきます。
【今後の方向】
○分譲中の「グリーンビレッジ平野」を完売することが今後の目標です。その後については、社会情勢の動向等により実施の可否について検討します。
○西側部分については、民間の温泉施設等を誘致し、既存の温泉施設と併せ三加和温泉郷としての交流の場とすることも考えられます。
○南側については、町道の付け替えが予定されており、住宅造成等による定住策を図ることも検討されるなど、今後の社会情勢等を見ながら、ふれあいの森全体の構想を策定していきます。

■新婚さん定住促進奨励金　☆企画室
平成20年4月1日以降に結婚した新婚夫婦（いずれかが35歳未満またはいずれも40歳未満）で和水町に定住することや町税等の滞納がないこと等を条件に、町内在住者10万円、転入者8万円の奨励金を交付しています。平成20年度実績は15組144万円でした。
平成20年度は、当初の予定を上回る実績となりましたが、奨励金創設による効果であるかどうかの検証をする必要があります。
【今後の方向】

○平成23年３月までの期限付きの施策であり、効果等を分析・検証したうえで、継続して実施するかどうか判断します。
■新築住宅に対する固定資産税減免制度　☆企画室
平成20年4月1日以降に町内に建築された50㎡～280㎡の新築住宅のうち、120㎡までの部分について、地方税法の固定資産税の1/2減免と合わせて、残り分1/2を3年間減免することによって定住促進を図っています。
建設された住宅のうち、この施策による効果がどれくらいあるか等を検証する必要があります。

【今後の方向】

○平成23年3月までの期限付きの施策であり、効果等を分析・検証したうえで、継続して実施するかどうか判断します。

イ　安全な道路交通環境の整備
■道路改良事業　■人に優しい道づくり（歩道の整備）　☆建設課
新規の道路改良事業については、歩道等の必要性を十分吟味して、設置区間・幅員等を検討し改良計画を策定しています。
事業用地の確保及び建物等の移転補償が、今後の課題です。
【今後の方向】

○地域住民の生活・土地利用、交通体系を考慮し、実施計画に基づき道路改良事業を推進していきます。
■道路の危険個所・改善個所の把握　■通過車輌の速度抑制　☆建設課
地域や道路の利用特性（交通量の多少、大型車混入率の大小）等に応じた改良計画を策定しています。
整備すべき道路の形状や工法を検討し、いかに道路環境を改善するのか、また、併せて、いかに事業費を抑制するのかが、重要な課題です。
【今後の方向】

○道路の通行上の安全性確保（交通事故の減少）を目標に、交通安全施設等の点検等を実施し、通学路や生活道路での安全確保を図ります。
ウ　安心して外出できる環境の整備
①公共施設・公共交通機関・建築物などのバリアフリー化
■歩道の段差の解消　■人に優しい道づくり（歩道・車道の段差解消、乗り入れ口の段差解消）　☆建設課
歩車道境界ブロックについては、障がい者乗入れタイプを使用しています。また、町道に接する県道等については、段差解消を要望しています。
関係機関との連携を緊密にし、道路環境の向上を図ることが求められています。

【今後の方向】

○「人に優しい道づくり」を目標に、実施計画に基づき整備推進していきます。
②子育て世帯への情報提供
■子育てバリアフリー情報の提供　☆健康福祉課
バリアフリーの必要性については、広く町民に認識されていると考えます。総合的な子育て支援情報の提供のなかで、必要に応じて情報提供しています。
【今後の方向】

○現状維持で事業を推進していきます。
エ　安全・安心まちづくりの推進
■通学路などの防犯設備の整備促進、防犯灯の設置　☆総務課
平成20年度に防犯灯の設置基準の統一を実施し、各行政区の設置に対して事業費の2/3を補助金として交付しています。維持管理では、道路区分等に関係なく、行政区が設置したものは、行政区で負担しています。平成21年度で、集落間や公共施設の周辺については、町負担で防犯灯の設置を行いました。また、青色パトロール車による防犯パトロール、「防犯パトロール中」のステッカー配付による町民の防犯活動を実施しました。
防犯灯設置とともに、公共施設等の防犯設備に係る具体的な計画を推進する必要があります。

【今後の方向】

○防犯灯設置事業に関しては、現状どおり推進していきます。

○防犯パトロールの実施内容について、実施メンバー・時間等を検討します。

○公共施設等の防犯設備に係る具体的な計画を作成します。
（5）職業生活と家庭生活との両立の推進
ア　仕事と子育ての両立の推進
■（1）―アの各事業（再掲）

■放課後児童健全育成事業（学童保育、再掲）　☆健康福祉課
（6）子ども等の安全の確保
ア　子どもの交通安全を確保するための活動の推進
①交通安全教室の推進
■交通安全対策会議の開催　■交通安全対策協議会　☆総務課
年2回、全国交通安全運動にあわせて交通安全対策会議を開催し、安全な交通社会のための取組について検討しています。また、交通安全運動期間中は、町内の主要交差点で街頭指導を実施し、通学通勤時の安全の確保、車両に対する安全運転の呼びかけに努めています。このほか、保育所や小学校に協力を依頼し、通行中のドライバーに対する年2回の交通キャンペーンを行ったり、老人会に協力を依頼して、高齢者に対する交通キャンペーンを行っています。さらに、各行政区・交通安全協会と連携し、交通安全施設（ガードレール、カーブミラー）の設置・点検を実施しています。
子どもたちの通学時の安全確保については、交通安全週間の期間中だけでなく、地域住民による年間を通した声かけなどを実施していく必要があります。

【今後の方向】

○現状の活動を維持しながら、関係機関との連携を図って情報を共有し、子どもの交通事故ゼロを目指します。

○交通安全施設（ガードレール・カーブミラー）の設置・点検も現状どおり、推進していきます。

■交通安全教室の実施、「交通安全日本一運動」～光るタスキを身につけて、スクールゾーンを登下校～　☆総務課
玉名地区交通安全協会・玉名警察署と連携し、町内各学校等で交通安全教室を実施しています。各学校のグラウンドで、信号機を利用した安全な歩行方法、自転車の乗り方等について、体験型の教室を開催しています。
各学校で主催している交通安全教室に、和水町交通指導隊隊員等、関係団体の参加を計画し、地域ぐるみの交通安全教室にしていく必要があります。

【今後の方向】

○各学校で主催している交通安全教室に、和水町交通指導隊隊員等、関係団体の参加を促し、教育内容を充実させていきます。
②チャイルドシートの正しい使用の徹底
■チャイルドシート普及啓発事業　■チャイルドシート購入費助成制度　■チャイルドシート着用について　■母子手帳交付時・母親学級における啓発
☆健康福祉課
乳幼児の交通安全の確保を目的に、和水町に居住している満6歳未満の乳幼児のいる世帯に対して、チャイルドシート等の購入費を助成しています。乳幼児の発育の程度に応じ、2回の範囲内（ベビーシート、チャイルドシート、ジュニアシート）で、購入費用の半額以内（上限1万円）で助成しています。
助成の実績は、次のとおりです。

[image: image18.emf]チャイルドシート購入費助成の実績

                年度

 項目

 助成件数     19人     23人     26人

 助成金額 165,600円 234,100円 216,400円

18 19 20


【今後の方向】

○現状維持で助成制度を継続していきます。
イ　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
■社会を明るくする運動・ミニ集会の開催　　☆総合教育課

保護司を中心に青少年育成町民会議育成部により開催しています。非行の防止と罪を犯した人たちの更正について理解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない地域社会を築くために活動しています。

【今後の方向】

○各種行事等において、社会を明るくする運動を周知していきます。

■少年補導部会　　☆総合教育課

　定期的な巡回補導やたまり場補導を実施しています。また、イベント開催時などは、必要に応じてパトロールを行っています。

　補導員が、町内の小中学校へ出向き、学校生活態度や長期休暇の指導方法などの意見交換をして現状把握に努めています。

【今後の方向性】

○青少年の健全育成及び犯罪等の被害から守るため、今後も活動を継続します。
■地域警察連絡部会　　☆総務課

　地域に根付いた活動として、青色防犯パトロールや町老連の子ども見守りパトロール、防犯灯や交通安全施設設置検討のための危険箇所点検などを行っています。

【今後の方向性】

○連携を強化し、犯罪のない町を目指し活動を継続します。

ウ　被害にあった子どもの保護の推進
■町内各学校、各保育所の犯罪・いじめ・児童虐待等の対策推進会議　

☆総合教育課
いじめ等への対策推進会議を各小中学校で設置し、いじめ等の予防・早期発見・早期対応や不登校への対応等を行っています。
学校は、保護者・家族に対して、家庭での子どもとのかかわり方の指導・助言を、関係機関と連携して行う必要があります。

【今後の方向】

○各小中学校で設置する対策推進会議で、いじめ・不登校への対応を検討し、町学校保健委員会で、それらへの対応に関する情報交換と、家庭の教育力を高めるための関係機関の連携を図ります。

■教育相談・スクールカウンセラー・町学校保健委員会　☆総合教育課
被害にあった子どものケアについて、県の巡回相談や、県教育事務所に配置されているスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを活用して行っています。また、町学校保健委員会は、養護教諭を中心に、関係機関と情報交換、研修会等を行っています。

【今後の方向】

○関係機関との連携を図り、ケア体制を強化していきます。

■小中学校への「心の相談員」の配置事業（再掲）　☆総合教育課
各小学校では、不登校児を出さないため細かな指導を行っています。また、こころの健康アドバイザー事業、スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー等、子どもや保護者からの相談内容に応じて、連携・対応しています。家庭訪問を中心に学校を休みがちな生徒を励まして登校刺激を与えています。電話での相談はまったくありません。
相談員、関係機関との連携と校内でいつでも相談ができる体制づくりが必要です。また、相談員が地元の人だと相談しにくいところがあるのが課題です。

【今後の方向】

○保護者との連携を密にし、学校・家庭の両輪で不登校をつくらない、出さない取組を今後も継続します。

○保護者が相談しやすいような教育相談を工夫し、計画していきます。
（7）要保護児童への対応等きめ細かな取組の推進
ア　児童虐待防止対策の充実
■母子保健連絡協議会　☆健康福祉課
虐待防止対策という観点から、主任児童委員、民生児童委員、保育士等と協力し、早期発見・早期対応を実施しています。また、虐待防止連絡協議会の実務者会議や個別ケース検討会議において早期に対応しています。

主任児童委員、民生児童委員、保育士、学校教職員、保健師での情報交換を強化する必要があります。

【今後の方向】

○母子保健連絡協議会は廃止し、今後は、健康づくり推進協議会において、母子保健を推進していきます。

○虐待防止連絡協議会の実務者会議や個別ケース検討会議において、児童虐待の個別具体的なケースの検討を実施していきます。

■虐待防止連絡協議会　☆健康福祉課
虐待防止連絡協議会は、児童虐待・高齢者虐待・ＤＶを対象に活動しています。代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議の3層体制で、児童虐待の予防・早期対策等にあたっています。

【今後の方向】

○今後も継続して取り組んでいきます。

■母親学級、乳幼児健診　■健康相談（乳児・1歳児・2歳児）　■助産師・保健師・拇指保健推進員による訪問　■地域子育て支援センター　■育児相談　☆健康福祉課
母子保健事業については、各種乳幼児健診、健康相談、訪問指導、健康教育、にこにこクラブ、地域子育て支援拠点事業等、保護者との関わりの中で相談体制をとっています。また、保育士、母子保健推進員、主任児童委員、民生児童委員等との連携により情報を早期に入手して、早めの対策を講じています。

町外からの転入者の情報を得にくい点が、課題として残されています。また、最も支援を必要とする出産後間もない時期に、専門職が関わっていく必要があります。自ら相談には来ないものの、問題を抱えている家庭を早期に発見し、対応していくことが必要になっています。

【今後の方向】

○民生児童委員、主任児童委員、母子保健推進員、保健師といった支援体制が整っていることを、母子手帳交付時等にリーフレットなどを配付して周知します。

○出産後に支援を必要としている母親に対して、早期対応できるように産婦人科と連携をとっていきます。

■地域子育て支援拠点・にこにこクラブでの子育て相談対応　■健診時・健康相談時の子育て相談対応　☆健康福祉課
地域子育て支援拠点、にこにこクラブ、乳幼児健診、健康相談等で子育て相談に対応しています。平成20年度から、ＮＰ講座「完璧な親はいない」を開催し、母親の子育ての悩みや不安が解消できるよう支援しています。
相談時間、相談場所、専門的人材の確保が必要です。

【今後の方向】

○地域子育て支援拠点、にこにこクラブ、乳幼児健診、健康相談等で子育て相談に対応していきます。

○母親の自主的な問題解決の場としてＮＰ講座「完璧な親はいない」を開催し、子育ての悩みや不安が解消できるように支援します。

イ　ひとり親家庭等の自立支援の推進
■保育所入所の際の配慮　☆健康福祉課
保育料2階層（非課税世帯）のひとり親家庭に対して、保育料を減免しています。また、待機児童がいて保育所入所の選考を実施する場合、その選考基準として、ひとり親家庭が優先的に入所できるよう点数化しています。

【今後の方向】

○現状維持で、今後も事業を継続していきます。

■子育て短期支援事業　■ひとり親家庭等日常生活支援事業　☆健康福祉課
未実施です。

【今後の方向】

○平成22年度に設置予定のファミリー・サポート・センター事業で対応していきます。

■ひとり親家庭等医療費助成事業　　☆健康福祉課
母子・父子家庭や祖父母などが養育しているひとり親家庭等に対しては、次の条件で医療費の一部負担金の助成（2/3）を行っています。

　①ひとり親の医療費については、子どもが20歳になるまで

　②子どもの医療費については、子どもが18歳になる年度まで
助成事業の実績は、次のとおりです。
[image: image19.emf]ひとり親家庭等医療費助成事業の実績

                年度

 項目

 総助成件数     616件     660件     598件

 父または母受給対象者数 110人 111人 114人

 児童受給対象者数 168人 176人 172人

 総事業費 1,501,657円 1,509,434円 1,636,796円

 うち県補助金額 750,000円 804,000円 866,000円

18 19 20


【今後の方向】

○現状維持で、今後も事業を継続していきます。

■児童扶養手当支給による経済的支援　☆健康福祉課

母子家庭や祖父母などが養育している家庭には、県から所得に応じて児童扶養手当が支給されています。

今後の課題として、父子家庭への経済的支援が必要です。

【今後の方向】

○平成22年度から児童扶養手当の支給対象が父子家庭にも拡大される予定であり、ひとり親家庭に対する経済的支援に努めます。
■ひとり親支援事業（クリスマス会・日帰り旅行）　☆健康福祉課
町社会福祉協議会が主催して、ひとり親の悩みごと相談の場として、また、ひとり親同士の交流、子ども同士の交流、親子の交流による気軽な集いの場として、クリスマス会・日帰り旅行を実施しています。
【今後の方向】

○現状維持として、今後も事業を継続します。
■ひとり親就業支援　■相談体制の整備・情報提供の充実　■ひとり親家庭等に対する相談体制や情報提供の充実　☆健康福祉課
県玉名福祉事務所には、女性福祉相談員が配置され、母子家庭への就業支援を行っており、その窓口として町が連携して対応しています。また、各種就業支援のための資格取得講座が県主催で開催されており、その周知等も行っています。

各種支援の内容を県と連携して十分把握し、円滑な窓口対応を心がけること、また、支援体制が構築され、気軽に相談できる窓口があることを周知徹底する必要があります。

【今後の方向】

○現状維持ですが、さらに担当職員の窓口対応能力の向上を図り、情報提供を充実して円滑な就業支援を行っていきます。
■就業促進のため民間事業者へ協力要請　☆健康福祉課
未実施です。

【今後の方向】

○民間事業者に対して、就業促進のための協力を要請していきます。
ウ　障がい児施策の充実
■学級運営改善非常勤講師配置事業　☆総合教育課
通常学級において、学習障がい、注意欠陥・多動性障がい、高機能自閉症等、教育・療育に特別の支援が必要な児童生徒のために、特別支援教育支援員を配置しています。また、複式学級のある学校に、学習補助員を配置しています。

【今後の方向】

○特別支援教育支援員を各学校に継続して配置するとともに、複式学級についても、指導できる学習補助員を配置します。

■妊婦・乳幼児に対する健康診断や学校における健康診断等の推進　■学校における健康診査の推進　☆健康福祉課
妊婦健診は、14回健診費用の一部助成により、医療機関委託で実施しています。また、小中学校定期健診では、小学校6年及び中学校2年時の血液検査を実施しています。年1回、健診が終了した時期に、町内の養護教諭で組織する養護部会が、健康福祉課及び教育委員会とともに、児童生徒とその保護者を対象とした親子健康教室「ハローすこやか大集合」を開催し、児童生徒の身体状態をチェックしたり、病気予防や食についての講話、体験学習等を行っています。

保育所や学校で発見される障がいとしては、精神発達障がい、学習障がい等があり、疑いがある場合は、保健師、療育相談員、心理判定員等の関係機関と連携して早期に対応しています。

障がいの早期発見・早期治療についての取組を、関係機関が協力してさらに充実させる必要があります。早期治療には、保護者の理解が不可欠であり、保育所や学校において定期的な専門家による観察の実施があることを保護者に周知し、あらかじめ保護者の理解を得ておく必要があります。

【今後の方向】

○妊婦や乳幼児の健診については、現状維持で対応していきます。
○健診や相談からの二次健診（広域乳幼児発達相談、運動発達相談、幼児健診からの精神発達事後指導、町の心理判定員による相談）等の充実を図ります。
○教育委員会主催で特別連携協議会や地区コーディネーター会議を開催し、保育所や小中学校との情報交換により、保護者の支援と子どもへの早期対応を図ります。
■適切な医療及びリハビリテーションの提供・在宅サービスの充実・教育支援体制の整備等の一貫した総合的取り組みの推進　■保護者に対する育児相談の推進　☆健康福祉課
健康福祉課では、対象児が希望する在宅サービスやリハビリが受けられるように保護者と話し合い、対応しています。また、必要に応じて、地域療育支援センターを利用し、ケアマネージメントを実施しています。就学指導委員会を開催し、就学を迎えた障がいのある子どもの就学について、保護者の希望を尊重しながら学校、保育所、教育委員会、健康福祉課等関係者で協議しています。各保育所との情報交換は、必要に応じて随時実施しています。このほか、身体及び知的障がい児の支援費制度により訪問調査を実施し、早期療育を受けられるよう、サービスの利用についての相談に随時対応しています。
なお、就学指導委員会（年2回程度開催）では、特別支援学級に就学中の児童・生徒の現状を確認するとともに、次年度就学予定者、在学者のうち就学指導を要する者について、保護者の意見を尊重しながら、今後の取組などについて検討しています。

相談に対応できるスタッフのケアマネージメント能力の向上と人材の確保が必要です。また、障がい児やその家庭に向けたサービスをさらに充実させる必要があります。

【今後の方向】

○障がい福祉係、保健師、保育所との連携体制について検討します。

○支援費制度を利用したサービスは、現状を維持しながらさらに推進します。

○就学指導委員会での結果を基に、関係機関等との連絡を密に取り合い、現状が把握できる体制を整えます。

○特別支援連携協議会、地区コーディネーター会議における情報交換において早期の対応を図ります。
■障害児デイサービス事業（就学前・小学生）　■障害児通園事業（デイサービス）を通じた保護者に対する育児相談の推進　☆健康福祉課
町内在住の小学生までの障がい児を対象に、発達支援や遊び・運動などを通したさまざまなプログラムを提供し、日常生活における基本的動作の指導や集団生活への適応訓練等を実施しています（支援費制度の障害児デイサービス事業）。
障がい児やその家庭に向けたサービスをさらに充実させる必要があります。また、子どもの発達の遅れ等について、保護者に理解してもらうための工夫が必要です。
【今後の方向】

○保護者が子どもの発達や子育てについて、相談しやすい体制づくりを推進します。
○現状を維持しながらさらに事業を推進します。
■放課後・夏休みデイサービス事業（中学生・高校生）　☆健康福祉課
障がい児を含め、町社会福祉協議会が夏期休業中にデイサービス事業を実施しています。

【今後の方向】

○現状維持として、今後も事業を継続します。
■保育所や放課後児童健全育成事業における障がい児の受け入れの推進
　☆健康福祉課
通常保育や放課後児童クラブにおいて、障がい児を受け入れています。また、障がい児を受け入れている保育所に対して、保育士の加配を行うことによって、障がい児への対応を充実させています。なお、平成20年度の障がい児受け入れの延べ利用児童数は36人です。詳細は、次のとおりです。
[image: image20.emf]各保育所における障がい児の受け入れ状況

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計 事業費

 きくすい保育園

2人 2人 2人 2人 2人 2人 2人 2人 2人 2人 2人 2人 24人 877,416円

 広域入所保育園

1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 12人 438,708円


【今後の方向】

○現状維持として、今後も事業を継続します。
■各種の子育て支援事業との連携　☆健康福祉課
各保育所や各地域子育て支援拠点と十分連携して、障がい児のための各種事業を推進しています。
【今後の方向】

○今後も事業を継続・推進します。
3．目標事業量の設定
　特定14事業は、保育・子育て支援に関する14の事業（国によって市町村が実施に努めることと規定されている具体的な事業）です。後期行動計画においても、前期行動計画同様に定量的な目標設定が求められており、それぞれの事業について定量的な目標値を設定しました。
[image: image21.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

定員数（人）

310人 275人 235人

目標事業量

設定の考え方

■通常保育事業

○目標設定項目

児童の保護者が仕事の状況や病気などで、昼間児童を保育することができない場合に、

保護者に代わり保育所で通常の保育時間において保育する事業です。

対象児童数の減少に伴って、やや減と設定しました。

○平成16年度

実施事業量

302人


[image: image22.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

なし なし なし

目標事業量

設定の考え方

■特定保育事業

○目標設定項目

保護者の就労形態の多様化などに伴い、週に2、3日程度、または午前か午後のみ、必要

に応じて柔軟に保育を利用できる事業です。

当面は一時保育で対応して、特定保育事業の実施は予定していません。

○平成16年度

実施事業量

なし


[image: image23.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

4ヵ所

6人

３ヵ所

40人

３ヵ所

40人

目標事業量

設定の考え方

■延長保育事業

○目標設定項目

保護者の就労形態の多様化などに伴い、保育所の通常の開所時間を超えて保育する事

業です。

ニーズ調査の結果からも、現在の実施内容（午後6時～午後7時）で対応できると判断して

設定しました 。

○平成16年度

実施事業量

3ヵ所

6人


[image: image24.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

なし なし なし

目標事業量

設定の考え方

■夜間保育事業

○目標設定項目

夜間、保護者が仕事などのために家庭で保育ができない場合に、保護者に替わって保育

を行う事業です。

ニーズがほとんど見込めないために、事業実施の計画はありません。

○平成16年度

実施事業量

なし


[image: image25.emf]■子育て短期支援事業（トワイライトステイ事業）

【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

なし なし なし

目標事業量

設定の考え方

○目標設定項目

仕事などの都合で常に帰宅時間が夜間にわたる場合や子どもの養育が困難だったり、休

日不在の場合などに、児童擁護施設等で児童への生活指導・養育等を行う事業です。

ニーズがほとんど見込めないために、事業実施の計画はありません。

○平成16年度

実施事業量

なし


[image: image26.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

2ヵ所

5人

0ヵ所

0人

１ヵ所

10人

目標事業量

設定の考え方

■休日保育事業

○目標設定項目

保護者の就労などにより、日曜日や祝日などで家庭での保育が困難な児童に対して、休日

の保育を行う事業です。

利用実績、ニーズ調査等から、設定しました。

○平成16年度

実施事業量

1ヵ所

2人


[image: image27.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

なし なし なし

目標事業量

設定の考え方

■乳幼児健康支援一時預かり事業（派遣型・病後児保育）

○目標設定項目

保育所へ通所している児童などが、病気の回復期であっても集団保育の困難な期間、居

宅で一時的に預かる事業です。

病後児保育については一定のニーズはあるものの、施設型での対応が可能と考え、実施

予定はありません。

○平成16年度

実施事業量

なし


[image: image28.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

0ヵ所

3人

0ヵ所

0人

0ヵ所

0人

目標事業量

設定の考え方

■乳幼児健康支援一時預かり事業（施設型・病後児保育）

○目標設定項目

保育所へ通所している児童などが、病気の回復期であっても集団保育の困難な期間、病

院などに付設された専用スペースで、看護師・保育士などが保育を行う事業です。

玉名市のレインボールームで玉名地区の広域利用がされています。一定のニーズがあり

ますが、利用実績やニーズ調査等から判断して、設定しました。

○平成16年度

実施事業量

0ヵ所

2人


[image: image29.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

1ヵ所

25人

４ヵ所

50人

４ヵ所

50人

目標事業量

設定の考え方

■放課後児童健全育成事業

○目標設定項目

仕事などのために昼間保護者が家庭にいない小学校低学年の児童を対象に、児童館や

学校の余裕教室などを利用して学童クラブを設け、授業後も子どもを預かる事業です。

ニーズ調査でも利用の要望が高かった事業です。ニーズに対応して、実施ヵ所と定員数を

設定しました。

○平成16年度

実施事業量

1ヵ所

25人


[image: image30.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

なし 7ヵ所 4ヵ所

目標事業量

設定の考え方

■放課後子ども教室

○目標設定項目

子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）として、放課後の小学校を活用して、勉強、ス

ポーツ、文化活動を行う事業です。

ニーズ調査でも小学生保護者の利用意向が高かった事業です。ニーズに対応して、実施ヵ

所を設定しました。

○平成16年度

実施事業量

なし


[image: image31.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）
４ヵ所
３ヵ所
２ヵ所


目標事業量

設定の考え方

■地域子育て支援拠点事業（ひろば型・センター型）

○目標設定項目

家庭における育児不安の解消や子育てサークルの育成・支援を行う事業です。

ニーズ調査の結果から設定しました。現在行われている事業を充実させていきます。

○平成16年度

実施事業量

４ヵ所



[image: image32.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

延べ利用者数（人）

4ヵ所

900人

4ヵ所

700人

４ヵ所

600人

目標事業量

設定の考え方

■一時保育事業

○目標設定項目

児童の保護者が仕事の都合や病気などで、家庭での育児が困難になった場合に、一時的

に保育する事業です。

ニーズ調査でも一定のニーズがあった事業です。児童数の減少はありますが、必要な保育

サービスとして、実施ヵ所と延べ利用者数（月22日稼働として年換算）を設定しました。

○平成16年度

実施事業量

4ヵ所

900人


[image: image33.emf]■子育て短期支援事業（ショートステイ事業）

【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）

定員数（人）

なし なし なし

目標事業量

設定の考え方

○目標設定項目

保護者の病気などで、子どもの養育が一時的に困難になった場合に、緊急一時的に児童

を養護施設などで宿泊保育（ショートステイ）する事業です。

ニーズがほとんど見込めないために、事業実施の計画はありませんが、緊急時に対応し

て、近隣市町の児童施設への委託を検討していきます。

○平成16年度

実施事業量

なし


[image: image34.emf]【事業概要】

○平成21年度 ○平成21年度 ○平成26年度

目標事業量 実施見込量 目標事業量

実施ヵ所（ヵ所）
なし
なし
1ヵ所


目標事業量

設定の考え方

■ファミリー・サポート・センター事業

○目標設定項目

子育ての「援助を受けたい人」と「援助をしたい人」がそれぞれ会員登録し、会員制による一

時預かりの相互援助活動の事業です。

平成22年度から1ヵ所で事業を開始する予定です。

○平成16年度

実施事業量

なし



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．計画の推進体制

　本計画を推進するにあたっては、「まちづくり総合計画」を基本に、他の関連計画等との整合性を図るとともに、関係する課・係をはじめ、国・県等の行政機関や関係団体とも連携します。

　また、多様化する住民ニーズにきめ細かく対応するためには、行政サービスのみならず、地域全体の支援が欠かせません。そのために、地域住民やボランティアグループ、地域の各種団体・企業との連携・協力を図っていきます。

（１）庁内の推進体制の構築・連携

　本計画の推進にあたっては、和水町役場庁内の関連部署で「和水町次世代育成支援対策推進庁内会議」を組織し、全庁的な体制のもと、連携して施策・事業を進めています。
　さらに、警察署や児童相談所、地域団体等の関係機関との連携を強化し、目標達成に向けて総合的に取り組んでいきます。

（２）町民による計画の進捗チェックと評価体制

　本計画の策定・見直しにおいては、町民参加型組織の「和水町次世代育成支援対策推進協議会」で、取組の進捗状況を定期的にチェックし、評価・意見の集約を経て、施策・事業の推進と見直しを行っていきます。
　なお、本計画の進捗状況等については、毎年1回、町のホームページ等を通じて、町民のみなさんに報告しています。
資料編
1．和水町次世代育成支援対策推進協議会名簿
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1 会長 笹渕　賢吾

2 副会長 菅原　秀一

3 委員 古本　太士

4 委員 牛島　銘子

5 委員 西川　圭子

6 委員 下地　哲雄

7 委員 庄山　隆雄

8 委員 髙木　　亨

9 委員 武田　祐誠

10 委員 池上　優美

11 委員 坂本　一恵

12 委員 井上　國雄

13 委員 相澤　紘一

14 委員 戸上　秀則

15 委員 宮地　幸子

 和水町教育委員会　総合教育課長

 和水町教育委員会　教育長

 和水町社会福祉協議会　事務局長

 和水町中央公民館　館長

 和水町　副町長

備　　考

 和水町民生・児童委員協議会　会長

 和水町議会　厚生常任委員会　委員長

 和水町立神尾保育園　園長

 菊水ひまわり幼稚園　園長

 あおば保育園　園長

 春富保育園　園長

 和水町ＰＴＡ連合会　会長

 和水町母子保健推進員　代表

 和水町立緑小学校　校長

 和水町立菊水中学校　校長


２．和水町次世代育成支援対策推進庁内会議名簿
和水町総務課　　　　　　　　　前淵哲治

和水町教育委員会　　　　　　　池田宝生　柿原和彦　

和水町健康福祉課　　　　　　　古家敏彦　髙木洋一郎　佐藤美由紀　
前渕康彦
和水町健康福祉課（総合支所）　岡部子
[image: image62.emf]３．子育て支援関係機関の連絡先一覧
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ウ　子育て支援のネットワークづくり

 

■地域における子育て支援のネットワーク

○

子育て支援拠点担当者による定期的な連携会議が開催されている。

 ■子育て支援サービス等の情報提供

◎

順調に進んでいる。

 

■地域住民への子育て参加への意識啓発

○

さらなる推進が必要である。

 

■ＮＰ講座の開催

☆

新規事業（平成20年度から実施）

 

■放課後子ども教室推進事業

☆

新規事業（平成19年度から実施）

 

■放課後児童クラブ

◎

順調に進んでいる。

 

■引きこもり不登校への担任教諭・養護教諭の個別対応

 ■地域警察連絡協議会

 ■中学校への心のアドバイザー配置

◎

不登校者も少なく、教職員や心の相談員と連携し、家庭訪問等で対応している。

 ■小中学校の性教育全体計画

 ■性教育についての学年別間指導計画

○

中学校に心の教室相談員を配置している。

保健室の整備・評価等については未実施。

 

■ふるさと伝統工芸保存事業「手漉き和紙体験学習」

◎

町内外から参加者も順調に増えつつある。

 ■学校支援地域本部事業

☆

新規事業（平成20年度から実施）

 ■豊前街道を歩く会

☆

新規事業（平成19年度から実施）

 ■和水町子ども会連合会

◎

順調に進んでいる。

 ■和水川舟ペーロン大会

◎

順調に進んでいる。

 ■青少年育成町民会議

○

概ね順調に進んでいる。

 ■子育て支援センター事業・子ども料教室などへの

 　 民生児童委員の参加

○

概ね順調に進んでいる。

 

■菊水ひまわり園ときくすい荘との交流

 ■社会福祉協議会主催の中学生ワークキャンプ

◎

順調に進んでいる。

 ■子どもと大人・高齢者との世代間交流

○

概ね順調に進んでいる。

 ■夏休み児童デイサービス事業（小学生・中学生・高校生）

☆

新規事業（平成17年度から菊水地区で、平成19年度からは三加和地区で実施）

 

エ　児童の健全育成

 

オ　その他

４．子育て相談・支援窓口一覧
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（2）母性と子どもの健康の確保・増進

  

ア　子どもや母親の健康の確保

 

■母子保健推進員の訪問　■母子保健推進員活動

◎

平成20年度母子保健推進員の訪問を延べ、妊婦64人、幼児270人、乳児148人に対して実

施している。毎月定例会を実施し、勉強会や研修会。子育て支援などを行っている。

 

■新生児・乳幼児訪問

○

第3子、第4子の出産も増え、経産婦の家庭訪問が100％はできていない。

 

■妊婦健診

○

妊婦健診の受診率は、1回目90%、2回目74.6%、3回目67.6%、4回目67.6%、5回目53.5%という

現状であり、100%受診に至っていない。

 

■乳幼児健診

◎

ほぼ100％に近い受診率である。

 

■乳幼児の栄養・育児指導に必要な人材の確保

◎

1人の常勤の栄養士を確保できている。乳幼児健診、健康相談の場において毎回栄養士が

参加し、個別の栄養相談の対応を行っている。

 

■母親学級

△

参加者が少なく、妊娠期の母親とほとんど関わりが持てていない状況である。

 

■健康相談　■１歳児健康相談

○

平成20度における2ヵ月児健康相談の出席率はほぼ100％、1歳児健康相談の出席率は

82％とほとんどの対象者が出席している。

 

■乳幼児健診時相談等及び１歳児健診相談時の指導

○

ほぼ100％に近い受診率であり、発達段階に応じた指導等を行うことができている。

 

■育児不安解消のための相談

◎

妊娠期・出産期・新生児期・乳幼児期を通じて育児不安の解消を図るため保健師・栄養士・

歯科衛生士、心理判定員による個別相談日を設け、保健師は随時相談に対応し安心して

子育てできる環境づくりができた。

 

■乳幼児健診における保護者への事故防止のための安全教育

◎

平成18年度以降、事故死はない。

 

■母親学級・妊婦相談における出産準備教育及び

    出産に対する相談への対応

○

出席者には丁寧に関われるが、母親学級の参加者が少ない。

 

■乳幼児等医療費助成事業

◎

中学3年生まで対象拡大し、現物給付助成方式を導入した。

 

■出生手当

☆

新規事業

 

 イ　食育の推進

 

■児童の発達段階に応じた食事指導

 ■６年生親子栄養教室

◎

6年生親子栄養教室は各学校から依頼があれば町の食生活改善推進員へ協力依頼してい

る。

 

■子育て支援センター料理教室

◎

町内3子育て支援センター（三加和地区は2センター合同）で料理教室が実施できた。

 

■歯のお話（保育所）

◎

各保育所4ヵ所でむし歯予防教室を実施。人形劇や紙芝居などを通じて歯磨き指導につな

がっている。

 ■母親学級・母子手帳交付時での妊娠中の食生活に

    関する指導・情報提供

◎

栄養士担当で行う母親学級は、年4回実施しているが、参加人数が少ないが個々に合わせ

た妊娠中・出産後の食生活に関する不安軽減に努められた。

  

ウ　思春期保健対策の充実

 

■赤ちゃんふれあい体験学習室

◎

菊水中学校の2・3年生に実施。妊婦や赤ちゃんとのふれあいで胎児や赤ちゃんの命や親と

しての役割を考えることができた。

 

■小中学校の教科での性教育

◎

小学校では学校単位で実施されており、保健師に協力依頼がある際は沐浴人形などの貸

し出しや講話を実施。中学校では、健康福祉課と協力し思春期教室を実施。

 

■子育て理解講座

 ■思春期教室

 ■中学生・高校生に対するピアカウンセリングへの参加勧奨

○

「まちの保健室イコイバ」のPRが不足。場所が遠いため参加者もいない。それに代わるよう

な中・高・大学生や若者が自由に相談できる体制の整備が必要。中学生に対しピアカウン

セリングができていない。

 

■小中学校への「心の相談員」の配置事業

○

 ■小学校の教科での禁煙・薬物乱用防止教育

◎

町内全小中学校で禁煙・禁酒・薬物乱用防止教育に取り組んでいる。

  

エ　小児医療の充実

 ■小児医療体制の充実

○

町立病院に常勤の小児科医師がいない。夜間初期外来診療は22時までは玉名地域保健

医療センターで対応。それ以降が小児科の対応ができにくい。

計画の項目 評価 前期計画評価の理由等
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